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申請の概要 

臨界実験装置（KUCA）原子炉本体の燃料体の燃料材の種類には、固体
減速炉心用と軽水減速炉心用がある。 
 本申請による申請範囲は、原子炉本体を構成する燃料体のうち、軽水
減速炉心に装荷する軽水減速炉心用の低濃縮ウラン標準型燃料板（以
下、「燃料要素」と記す。）の製作について申請するものである。 

設工認申請においては 
 
① 原子炉設置変更承認申請における軽水減速炉心用低濃縮ウラン燃料

要素の記載と整合しているかどうかを確認する。 
 

② 技術基準規則との適合性を確認する。 

原子炉設置変更承認申請において、軽水減速炉心用低濃縮ウラン 
燃料要素の仕様はすでに承認済み 
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添付書類八 
8-2 原子炉本体の構造及び設備 
8-2-1 炉心 
8-2-1-2 燃料体の最大挿入量 
8-2-1-2-2低濃縮ウラン炉心 
(2)軽水減速炉心 
濃縮ウラン（濃縮度約 ）  （U-235量） 
 
8-2-2燃料体 
8-2-2-1 燃料材の種類 
8-2-2-1-2低濃縮ウラン炉心 
軽水減速炉心用 
ウランシリサイド・アルミニウム分散型燃料材（ U3Si2 -Al）
（標準型燃料板） 
（ウランシリサイドの主成分はU3Si2とし、ウランを約

の割合でアルミニウム中に分散させたものとす
る） 
濃縮度 約  
 

原子炉設置変更承認申請における 
軽水減速炉心用低濃縮ウラン燃料要素の記載 

3.1.1  炉心に関する制限 
(1) 炉心への最大挿入量 
 
3.2.3 燃料要素の仕様 
(3) 数量 

3.1.2  燃料要素 
(1) 燃料材の種類 
 
3.2.1 燃料材の仕様 
 (1) アルミニウム粉末 
 (2)ウランシリサイド粉末 
 (3) ウランシリサイドコンパクト 
 
3.2.3  燃料要素の仕様 
(2) ウラン密度 
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設計仕様（申請書記載内容） 

燃料材の仕様 

(1) アルミニウム粉末 
アルミニウム合金  

  
(2) ウランシリサイド粉末 

濃縮度は  
Si濃度は7.5 +0.4/-0.1 wt% 

  
(3)ウランシリサイドコンパクト 
         U-235量は  

被覆材の仕様 

アルミニウム合金  
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燃料要素の仕様 

設計仕様（申請書記載内容） 

(2) ウラン密度 
    
 
(3) 数量 

製作数 以下（ただしU-235量は 以下） 
  
 
・その他 

燃料要素1枚毎にID刻印を行う。 
刻印の位置は燃料芯材部以外とする。 

以上の設計仕様は、設工認申請書の添付書類「原子炉設置変更承認
申請書」との整合性に関する説明書において、整合性を確認している 
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構造、強度及び漏えいの確認に係る検査 

試験・検査項目（申請書記載内容） 

1. 燃料材材料検査 
(1) アルミニウム粉末 
1) 化学的組成検査 
  材料メーカのミルシート等に基づき、燃料材アルミニウムの化学的組成が所定の  
  範囲であることを確認する。 
  
(2) ウランシリサイド粉末 
1) 化学的組成検査 
  加工メーカの試験結果記録等に基づき、ウランシリサイド粉末の化学的組成が所 
  定の範囲であることを確認する。 
2) 濃縮度検査 
  ウラン供給者のミルシート等に基づき、燃料材ウランのウラン濃縮度が所定の範 
  囲であることを確認する。 
 
(3) ウランシリサイドコンパクト 
1) U-235含有量検査 
  加工メーカの試験結果記録等に基づき、ウランシリサイドコンパクト中のU-235含 
  有量が所定の範囲であることを確認する。 
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試験・検査項目（申請書記載内容） 

2.   被覆材検査 
(1) 化学的組成検査 
  材料メーカのミルシート等に基づき、被覆材アルミニウムの化学的組成が所定の 
  範囲であることを確認する。 
(2) 機械的性質検査 
  材料メーカのミルシート等に基づき、被覆材アルミニウムの機械的性質が所定の 
  範囲であることを確認する。 
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試験・検査項目（申請書記載内容） 

3.  燃料要素検査 
(1) 燃料芯材位置寸法検査 
  加工メーカのX線透過試験結果記録等に基づき、燃料芯材の位置と寸法が所定 
  の範囲であることを確認する。 
(2) ウラン密度検査 
  加工メーカの試験結果記録等に基づき、燃料要素中のウラン密度が所定の範囲 
  であることを確認する。 
(3) 燃料要素寸法検査 
  燃料要素の寸法が所定の範囲であることを確認する。 
(4) 被覆材厚さ検査 
  加工メーカの試験結果記録等に基づき、製造バッチ毎に１枚の燃料要素を選び、 
  破壊検査によって、被覆材の厚さが所定の範囲であることを確認する。 
(5) 外観検査 
  燃料要素に有害な傷、異物及び著しい汚れがないことを目視により確認する。 
(6) 刻印検査 
  刻印が所定の位置にあることを確認する。 
(7) 員数検査 
  製作された燃料要素が、 以下であることとU-235量の合計が 以下であ  
  ることを確認する。製作2回目の検査では、1回目で製作した燃料要素枚数と合わ 
  せて 以下であることとU-235量の合計が 以下であることを確認する。 
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機能及び性能の確認に関する検査 

試験・検査項目（申請書記載内容） 

該当なし 

本申請に係る工事が本申請書に従って行われたものであることの確認に係る検査 

1.  設計変更の生じた構築物等に対する適合性確認結果の検査（適合性確認検査） 
  設計変更の生じた構築物について、本申請書の「設計及び工事の方法」に従って 
  行われ、下記の技術基準規則への適合性が確認されていることを、記録等により 
  確認する。 
    地震による損傷の防止（第6条） 
    外部からの衝撃による損傷の防止（第8条） 
    機能の確認等（第11条） 
    炉心等（第22条） 
  
2.  品質マネジメントシステムに係る検査（品質マネジメントシステム検査） 
  本申請書の「設計及び工事に係る品質マネジメントシステム」に記載した「品質マネ 
  ジメント計画書」に従って、工事及び検査に係る保安活動が行われていることを、 
  記録等により確認する。 
 18 







技術基準規則との適合性について（第六条） 
（地震による損傷の防止） 
第六条 試験研究用等原子炉施設は、これに作用する地震力（試験炉許可基準規則第四条第二項の規定により算定する地震力
をいう。）による損壊により公衆に放射線障害を及ぼすことがないものでなければならない。 
２ 耐震重要施設（試験炉許可基準規則第三条第一項に規定する耐震重要施設をいう。以下この条において同じ。）は、その供用
中に当該耐震重要施設に大きな影響を及ぼすおそれがある地震による加速度によって作用する地震力（試験炉許可基準規則第
四条第三項に規定する地震力をいう。）に対してその安全性が損なわれるおそれがないものでなければならない。 
３ 耐震重要施設は、試験炉許可基準規則第四条第三項の地震により生ずる斜面の崩壊によりその安全性が損なわれるおそれ
がないものでなければならない。 

第１項について 
当該燃料要素は、耐震Cクラスを満足するものとする。なお、燃料要素自体は耐震部材

ではなく、標準型燃料支持フレームに挿入して使用されるため、燃料要素の耐震性は
耐震Cクラスの標準型燃料板支持フレームの耐震性によって確保されるものである。燃
料要素を挿入した標準型燃料板支持フレームの耐震性について検討した結果、第1項
に適合する設計となっている。 
  
第２項について 
当該燃料要素は耐震重要施設ではないため対象外。 
  
第３項について 
当該燃料要素は耐震重要施設ではないため対象外。 
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（外部からの衝撃による損傷の防止） 
第八条 試験研究用等原子炉施設は、想定される自然現象（地震及び津波を除く。）によりその安全性を損なうおそれがある場合
において、防護措置、基礎地盤の改良その他の適切な措置が講じられたものでなければならない。 
２ 試験研究用等原子炉施設は、周辺監視区域に隣接する地域に事業所、鉄道、道路その他の外部からの衝撃が発生するおそ
れがある要因がある場合において、事業所における火災又は爆発事故、危険物を搭載した車両、船舶又は航空機の事故その他
の敷地及び敷地周辺の状況から想定される事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）により試験研究用等原子炉施
設の安全性が損なわれないよう、防護措置その他の適切な措置が講じられたものでなければならない。 
３ 試験研究用等原子炉を船舶に設置する場合にあっては、原子炉格納容器に近接する船体の部分は、衝突、座礁その他の要
因による原子炉格納容器の機能の喪失を防止できる構造でなければならない。 
４ 試験研究用等原子炉施設は、航空機の墜落により試験研究用等原子炉施設の安全性を損なうおそれがある場合において、
防護措置その他の適切な措置が講じられたものでなければならない。 

第１項、第２項について 
(1) 自然現象 
技術基準規則第八条第１項の要求事項に適合させるため、KUCA施設が、想定される自然現象(地震及び津波を
除く。)及びそれらの組合せによりその安全性が損なわれるおそれがある場合は、防護措置その他の適切な措置
を講じる。 
 (2)人為事象 
技術基準規則第八条第２項の要求事項に適合させるため、周辺監視区域に隣接する地域に事業所、鉄道、道
路その他の外部からの衝撃が発生するおそれがある要因がある場合には、事業所における火災又は爆発事
故、危険物を搭載した車両、船舶又は航空機の事故その他の敷地及び敷地周辺の状況から想定される事象で
あって人為によるもの(故意によるものを除く。)によりKUCA施設の安全性が損なわれないよう、防護措置その他
の適切な措置を講じる。 
 (3) 適合性確認の基本方針 
燃料要素はすべてKUCA施設の原子炉建屋（以下「原子炉建屋」という。）に内包されていることから、外部からの

衝撃に対する防護措置等の適合性評価に当たっては、原子炉建屋への影響の有無により確認することを基本
方針とする。 

詳細は申請書のとおりであり、適合性について確認されている 

技術基準規則との適合性について（第八条） 
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（外部からの衝撃による損傷の防止） 
第八条 試験研究用等原子炉施設は、想定される自然現象（地震及び津波を除く。）によりその安全性を損なうおそれがある場合
において、防護措置、基礎地盤の改良その他の適切な措置が講じられたものでなければならない。 
２ 試験研究用等原子炉施設は、周辺監視区域に隣接する地域に事業所、鉄道、道路その他の外部からの衝撃が発生するおそ
れがある要因がある場合において、事業所における火災又は爆発事故、危険物を搭載した車両、船舶又は航空機の事故その他
の敷地及び敷地周辺の状況から想定される事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）により試験研究用等原子炉施
設の安全性が損なわれないよう、防護措置その他の適切な措置が講じられたものでなければならない。 
３ 試験研究用等原子炉を船舶に設置する場合にあっては、原子炉格納容器に近接する船体の部分は、衝突、座礁その他の要
因による原子炉格納容器の機能の喪失を防止できる構造でなければならない。 
４ 試験研究用等原子炉施設は、航空機の墜落により試験研究用等原子炉施設の安全性を損なうおそれがある場合において、
防護措置その他の適切な措置が講じられたものでなければならない。 

第３項、第４項について 
第３項は原子炉施設を船舶に設置する場合の規定であること、第４項の航空 機落下は「実用発電用原子炉施設

への航空機落下確率の評価基準について」等に基づき評価した結果、防護措置の要否を判断する基準を超えて
いないことについて設置(変更)承認を受けていることから適用外である。 
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（機能の確認等） 
第十一条 試験研究用等原子炉施設は、原子炉容器その他の試験研究用等原子炉の安全を確保する上で必要な設備の機能の
確認をするための試験又は検査及びこれらの機能を健全に維持するための保守又は修理ができるものでなければならない。 

本申請の対象である燃料要素は、運転により燃料要素に蓄積される核分裂生成物が
僅少であり、運転後においても燃料要素を直接取り扱うことが可能である。したがって、
安全を確保する上で必要な機能の確認をするための試験又は検査及びこれらの機能
を健全に維持するための保守が可能である。 

技術基準規則との適合性について（第十一条） 
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（炉心等） 
第二十二条 燃料体、減速材及び反射材並びに炉心支持構造物の材料は、運転時における圧力、温度及び放射線につき想定さ
れる最も厳しい条件の下において、必要な物理的及び化学的性質を保持するものでなければならない。 
２ 燃料体、減速材及び反射材並びに炉心支持構造物は、最高使用圧力、自重、附加荷重その他の燃料体、減速材及び反射材
並びに炉心支持構造物に加わる負荷に耐えられるものでなければならない。 
３ 燃料体、減速材及び反射材並びに炉心支持構造物は、冷却材の循環その他の要因により生ずる振動により損傷を受けること
がないように設置されたものでなければならない。 

第１項、第２項について 
本申請の対象である燃料要素は、技術基準規則に基づき、最高使用圧力、自重、附加
荷重その他の燃料要素に加わる負荷に耐えるように設計していることを、参考資料に
示す評価計算により確認しており、設計上要求される耐圧強度を確保している。なお、
軽水減速炉心は、常圧下に置かれ、通常運転時の最大熱出力100W、最高使用温度
80℃（運転時の異常な過渡変化での温度上昇は最大でも約2℃以下）と低いため、燃料

芯材及び被覆材による有意な相互作用はない。また、材料検査、外観検査及び寸法検
査を実施し、適切な材料及び構造であることを確認する。 
→ 評価計算は申請書のとおりであり、燃料要素は附加荷重、自重に耐えられる構造で
ある。（参考資料参照） 
 
第３項について 
炉心は冷却を必要とせず、減速材及び反射材の給水速度も低く流れの乱れや渦も生じ
ないことから、損傷を生じさせるおそれのある振動は発生しない。このため、同条第３項
の規定は適用外とする。 

技術基準規則との適合性について（第二十二条） 
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20220624 審査会合資料１－１ 参考資料（軽水計算書） 

 

「試験研究の用に供する原子炉等の技術基準に関する規則」との適合性に関する説明書 

第二十二条 第１項、第２項についての評価計算書 

 

1. 評価に関する設計条件 

当該燃料要素は熱間圧延加工によりアルミニウム製板でウランシリサイド・アルミニ

ウム分散型燃料のコンパクトを挟み込んだ構造である。（図1） 

当該燃料要素は標準型燃料板支持フレームに収納されて炉心格子板に固定され、常圧

の条件下で使用されるため、本評価では附加荷重及び自重を対象とする。 

(1) 附加荷重の評価 

燃料要素の下面に対して想定される附加荷重は炉心タンクに給水される軽水によ

る水頭圧である。このため、燃料要素を標準型燃料板支持フレームに収納して炉心

格子板に固定した後、炉心タンクへ軽水を炉心タンク構造上の最高水位（1600 mm）

まで給水した際の燃料要素の最下部の面に加わる応力を計算する。 

(2) 自重の評価 

燃料要素を標準型燃料板支持フレームに収納して炉心格子板に固定した際に燃料

要素底面に加わる荷重を計算する。また、荷重は、燃料板支持フレーム下部の  

のアルミ燃料支持部（図3、Pの矢印の箇所）と接触する燃料要素底面

に作用すると考えられる。 

 

1. 附加荷重に対する燃料要素の強度 

(1) 燃料要素に加わる水圧 

「図2 炉心タンク構造」より、燃料要素に加わる応力Paは、Pa=1000 kg/m3(1) (水

の密度)×9.8 m/s2（重力加速度）×0.9 m(2)（高さ）＝8820、 Pa=8820 N/㎡=8.8×10-3 

N/㎟（水の密度は常温での最大値は0.9997g/cm3であるが、ここでは安全側に1.0 g/

㎤とする）（高さは燃料要素下端位置である水位700 ㎜ (2)から最高水位1600 ㎜まで

の高さ） 

(2) まとめ 

63.7 N/㎟ (3)(燃料被覆耐力)> 8.8×10-3 N/㎟（附加荷重）であるため、燃料要素

は、附加荷重に耐えられる。 

 

2. 自重に対する燃料要素の強度 

(1) 燃料芯材部（ウランシリサイドコンパクト） 

1) 体積 

「図１ 燃料要素構造」から求める。 

 

2) 密度 

ウランシリサイド分散型燃料の主成分は U3Si2 であるが、保守的に金属ウラン

の密度である 18.95 g/㎤ (1)を使用する。 



3) 質量 

×18.95g/㎤＝  

(2) 燃料要素被覆 

1) 体積 

燃料要素の被覆体積は、被覆を含む燃料要素体積から燃料芯材部体積を差し

引くことで求める。(図 1) 

 

2) 密度 

2.7 g/㎤ (1)（アルミニウム）を使用する。 

3) 質量 

×2.7g/㎤＝  

(3) アルミ燃料支持部と接触する燃料要素底面に加わる応力 

 合計質量： 燃料芯材部）＋ （被覆）＝  

 応力が加わる箇所の面積 ：  （図 3） 

   

(4) まとめ 

63.7 N/㎟ (3) (燃料被覆材耐力)>  自重による）であるため、燃

料要素は自重に耐えられる。 

 

 

参考文献 

（1） 理科年表平成 17 年：丸善株式会社 

（2） 原子炉物理実験：京都大学学術出版会(20106) 

（3） 
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条 項 号 規則 説明

3 1
特別の理由により原子力規制委員会の認可を受けた場合は、この
規則の規定によらないで試験研究用等原子炉施設を設置すること

KUCAは本条文に該当しない

2
前項の認可を受けようとする者は、その理由及び設置方法を記載
した申請書に関係図面を添付して申請しなければならない。

KUCAは本条文に該当しない

4

法第四十三条の三の二第二項の認可を受けた場合には、当該認
可に係る廃止措置計画（同条第三項において準用する法第十二条
の六第三項又は第五項の規定による変更の認可又は届出があっ
たときは、その変更後のもの。以下この条において同じ。）で定める
性能維持施設（試験炉規則第十六条の五の二第十一号の性能維
持施設をいう。）については、この規則の規定にかかわらず、当該
認可に係る廃止措置計画に定めるところにより、当該施設を維持し

KUCAは本条文に該当しない

5

試験研究用等原子炉施設（船舶に設置するものを除く。第六条、第
七条及び第八条第一項において同じ。）は、試験炉許可基準規則
第三条第一項の地震力が作用した場合においても当該試験研究
用等原子炉施設を十分に支持することができる地盤に設置された
ものでなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

6 1
試験研究用等原子炉施設は、これに作用する地震力（試験炉許可
基準規則第四条第二項の規定により算定する地震力をいう。）によ
る損壊により公衆に放射線障害を及ぼすことがないものでなけれ

申請書添付書類のとおり

2

耐震重要施設（試験炉許可基準規則第三条第一項に規定する耐
震重要施設をいう。以下この条において同じ。）は、その供用中に
当該耐震重要施設に大きな影響を及ぼすおそれがある地震による
加速度によって作用する地震力（試験炉許可基準規則第四条第三
項に規定する地震力をいう。）に対してその安全性が損なわれるお
それがないものでなければならない。

申請書添付書類のとおり

3
耐震重要施設は、試験炉許可基準規則第四条第三項の地震によ
り生ずる斜面の崩壊によりその安全性が損なわれるおそれがない
ものでなければならない。

申請書添付書類のとおり

（定義）

（特殊な設計による試験研究用等原子炉施設）

（廃止措置中の試験研究用等原子炉施設の維持）

（試験研究用等原子炉施設の地盤）

第１章 総則

1

2

（適応範囲）

（地震による損傷の防止）

（津波による損傷の防止）
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7

試験研究用等原子炉施設は、その供用中に当該試験研究用等原
子炉施設に大きな影響を及ぼすおそれがある津波（試験炉許可基
準規則第五条に規定する津波をいう。）によりその安全性が損なわ
れるおそれがないものでなければならない。

設置変更承認申請のとおり、KUCAは津波による影響を受けない

8 1

試験研究用等原子炉施設は、想定される自然現象（地震及び津波
を除く。）によりその安全性を損なうおそれがある場合において、防
護措置、基礎地盤の改良その他の適切な措置が講じられたもので
なければならない。

申請書添付書類のとおり

2

試験研究用等原子炉施設は、周辺監視区域に隣接する地域に事
業所、鉄道、道路その他の外部からの衝撃が発生するおそれがあ
る要因がある場合において、事業所における火災又は爆発事故、
危険物を搭載した車両、船舶又は航空機の事故その他の敷地及
び敷地周辺の状況から想定される事象であって人為によるもの（故
意によるものを除く。）により試験研究用等原子炉施設の安全性が
損なわれないよう、防護措置その他の適切な措置が講じられたも

申請書添付書類のとおり

3
試験研究用等原子炉を船舶に設置する場合にあっては、原子炉格
納容器に近接する船体の部分は、衝突、座礁その他の要因による
原子炉格納容器の機能の喪失を防止できる構造でなければならな

申請書添付書類のとおり

4
試験研究用等原子炉施設は、航空機の墜落により試験研究用等
原子炉施設の安全性を損なうおそれがある場合において、防護措
置その他の適切な措置が講じられたものでなければならない。

申請書添付書類のとおり

9

試験研究用等原子炉を設置する工場又は事業所（以下「工場等」と
いう。）は、試験研究用等原子炉施設への人の不法な侵入、試験
研究用等原子炉施設に不正に爆発性又は易燃性を有する物件そ
の他人に危害を与え又は他の物件を損傷するおそれがある物件
が持ち込まれること及び不正アクセス行為（不正アクセス行為の禁
止等に関する法律（平成十一年法律第百二十八号）第二条第四項
に規定する不正アクセス行為をいう。第三十二条第六号において
同じ。）を防止するため、適切な措置が講じられたものでなければ

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

（外部からの衝撃による損傷の防止）

（試験研究用等原子炉施設への人の不法な侵入等の防止）

（試験研究用等原子炉施設の機能）
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10 1

試験研究用等原子炉施設は、通常運転時において試験研究用等
原子炉の反応度を安全かつ安定的に制御でき、かつ、運転時の異
常な過渡変化時においても試験研究用等原子炉固有の出力抑制
特性を有するとともに、当該試験研究用等原子炉の反応度を制御
することにより原子核分裂の連鎖反応を制御できる能力を有するも
のでなければならない。ただし、試験炉許可基準規則第十五条第
一項ただし書の規定の適用を受ける臨界実験装置に係る試験研
究用等原子炉施設にあっては、試験研究用等原子炉固有の出力

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

2
船舶に設置する試験研究用等原子炉施設は、波浪により生ずる動
揺、傾斜その他の要因により機能が損なわれることがないものでな
ければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

11

試験研究用等原子炉施設は、原子炉容器その他の試験研究用等
原子炉の安全を確保する上で必要な設備の機能の確認をするた
めの試験又は検査及びこれらの機能を健全に維持するための保
守又は修理ができるものでなければならない。

申請書添付書類のとおり

12 1

試験研究用等原子炉施設に属する容器、管、弁及びポンプ並びに
これらを支持する構造物並びに炉心支持構造物のうち、試験研究
用等原子炉施設の安全性を確保する上で重要なもの（以下この項
において「容器等」という。）の材料及び構造は、次に掲げるところ
によらなければならない。この場合において、第一号（容器等の材
料に係る部分に限る。）及び第二号の規定については、法第二十
八条第二項に規定する使用前事業者検査の確認を行うまでの間

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、支持構造物に関す
る当条文は該当しない

1
容器等がその設計上要求される強度及び耐食性を確保できるもの
であること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

2
容器等の主要な耐圧部の溶接部（溶接金属部及び熱影響部をい
う。以下この号において同じ。）は、次に掲げるところによるものであ

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

イ 不連続で特異な形状でないものであること。 今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな

ロ
溶接による割れが生ずるおそれがなく、かつ、健全な溶接部の確
保に有害な溶込み不良その他の欠陥がないことを非破壊試験によ
り確認したものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

ハ 適切な強度を有するものであること。 今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな

ニ
械試験その他の評価方法により適切な溶接施工法及び溶接設備
並びに適切な技能を有する溶接士であることをあらかじめ確認した
ものにより溶接したものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

2
試験研究用等原子炉施設に属する機器は、その安全機能の重要
度に応じて、適切な耐圧試験又は漏えい試験を行ったとき、これに
耐え、かつ、著しい漏えいがないものでなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

（機能の確認等）

（材料及び構造）
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3
試験研究用等原子炉施設に属する容器であって、その材料が中性
子照射を受けることにより著しく劣化するおそれがあるものの内部
は、監視試験片を備えたものでなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

13

試験研究用等原子炉施設には、その安全機能の重要度に応じて、
機器に作用する圧力の過度の上昇を適切に防止する性能を有す
る安全弁、逃がし弁、破壊板又は真空破壊弁（第十五条第二項に
おいて「安全弁等」という。）が必要な箇所に設けられていなければ

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全弁等に関する
当条文は該当しない

14

放射性物質を含む一次冷却材その他の流体を内包する容器若しく
は管又は放射性廃棄物を廃棄する設備（排気筒並びに第十七条
及び第三十六条（第五十二条、第五十九条及び第七十条において
準用する場合を含む。）に規定するものを除く。）へ放射性物質を含
まない流体を導く管には、逆止め弁が設けられていなければならな
い。ただし、放射性物質を含む流体が放射性物質を含まない流体
を導く管に逆流するおそれがない場合は、この限りでない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、逆止め弁等に関す
る当条文は該当しない

15 1
試験研究用等原子炉施設は、通常運転時において機器から放射
性物質を含む流体が漏えいする場合において、これを安全に廃棄
し得るように設置されたものでなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

2
試験研究用等原子炉施設は、安全弁等から排出される流体が放
射性物質を含む場合において、これを安全に廃棄し得るように設置
されたものでなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

3

試験研究用等原子炉施設は、工場等の外に排水を排出する排水
路（湧水に係るものであって、放射性物質により汚染するおそれが
ある管理区域内に開口部がないものを除く。以下この項において
同じ。）の上に、当該施設の放射性物質により汚染するおそれがあ
る管理区域内の床面がないものでなければならない。ただし、液体
状の放射性廃棄物を廃棄する設備が設置される施設（液体状の放
射性廃棄物の漏えいが拡大するおそれがある部分に限る。）以外
の施設であって当該施設の放射性物質により汚染するおそれがあ
る管理区域内に当該排水路の開口部がない場合並びに当該排水
路に放射性物質を含む排水を安全に廃棄する設備及び第三十一
条第二号に掲げる事項を計測する設備が設置されている場合は、

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

4

試験研究用等原子炉施設のうち、人が頻繁に出入りする建物又は
船舶の内部の壁、床その他の部分であって、放射性物質により汚
染されるおそれがあり、かつ、人が触れるおそれがあるものの表面
は、放射性物質による汚染を除去しやすいものでなければならな

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

（遮蔽等）

（安全弁等）

（逆止め弁）

（放射性物質による汚染の防止）
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16 1

試験研究用等原子炉施設は、通常運転時において当該試験研究
用等原子炉施設からの直接線及びスカイシャイン線による工場等
周辺の空間線量率が原子力規制委員会の定める線量限度を十分
下回るように設置されたものでなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

2
工場等（原子力船を含む。）内における外部放射線による放射線障
害を防止する必要がある場所には、次に掲げるところにより遮蔽設
備が設けられていなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

1 放射線障害を防止するために必要な遮蔽能力を有するものである 今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな

2
開口部又は配管その他の貫通部がある場合であって放射線障害
を防止するために必要がある場合は、放射線の漏えいを防止する
ための措置が講じられていること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

3 自重、熱応力その他の荷重に耐えるものであること。 今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな

17 1
試験研究用等原子炉施設内の放射性物質により汚染された空気
による放射線障害を防止する必要がある場所には、次に掲げると
ころにより換気設備が設けられていなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

1 放射線障害を防止するために必要な換気能力を有するものである 今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな

2
放射性物質により汚染された空気が漏えい及び逆流のし難い構造
であるものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

3
ろ過装置を有する場合にあっては、ろ過装置の放射性物質による
汚染の除去又はろ過装置の取替えが容易な構造であること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

4
吸気口は、放射性物質により汚染された空気を吸入し難いように設
置されたものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

（換気設備）
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条 項 号 規則 説明

18
この章の規定は、試験研究用原子炉に係る試験研究用等原子炉
施設について適用する。

本条文は適用に関することである。

19 1
試験研究用等原子炉施設は、当該試験研究用等原子炉施設内に
おける溢いつ水の発生によりその安全性を損なうおそれがある場
合は、防護措置その他の適切な措置が講じられたものでなければ

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、溢水設備に関する
当条文は該当しない

2

試験研究用等原子炉施設は、当該試験研究用等原子炉施設内の
放射性物質を含む液体を内包する容器又は配管の破損により当
該容器又は配管から放射性物質を含む液体があふれ出るおそれ
がある場合は、当該液体が管理区域外へ漏えいすることを防止す
るために必要な措置が講じられたものでなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、溢水設備に関する
当条文は該当しない

20
試験研究用等原子炉施設には、次に掲げる設備が設けられていな
ければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、避難経路に関する
当条文は該当しない

1
その位置を明確かつ恒久的に表示することにより容易に識別でき
る安全避難通路

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、避難経路に関する
当条文は該当しない

2
照明用の電源が喪失した場合においても機能を損なわない避難用
の照明

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、避難経路に関する
当条文は該当しない

3
設計基準事故が発生した場合に用いる照明（前号の避難用の照明
を除く。）及びその専用の電源

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、避難経路に関する
当条文は該当しない

21
安全設備は、次に掲げるところにより設置されたものでなければな
らない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全設備に関する
当条文は該当しない

1

第二条第二項第二十八号ロに掲げる安全設備は、二以上の原子
力施設において共用し、又は相互に接続するものであってはならな
い。ただし、試験研究用等原子炉の安全を確保する上で支障がな
い場合にあっては、この限りでない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全設備に関する
当条文は該当しない

2

第二条第二項第二十八号ロに掲げる安全設備は、当該安全設備
を構成する機械又は器具の単一故障（試験炉許可基準規則第十
二条第二項に規定する単一故障をいう。第三十二条第三号におい
て同じ。）が発生した場合であって、外部電源が利用できない場合
においても機能できるよう、当該系統を構成する機械又は器具の
機能、構造及び動作原理を考慮して、多重性又は多様性を確保
し、及び独立性を確保するものであること。ただし、原子炉格納容
器その他多重性、多様性及び独立性を有することなく試験研究用
等原子炉の安全を確保する機能を維持し得る設備にあっては、こ

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全設備に関する
当条文は該当しない

第２章 試験研究用原子炉に係る試験研究用等原子炉施設

（適用）

（溢水による損傷の防止）

（安全避難通路等）

（安全設備）
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3
安全設備は、設計基準事故時及び設計基準事故に至るまでの間
に想定される全ての環境条件において、その機能を発揮すること
ができるものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全設備に関する
当条文は該当しない

4
火災により損傷を受けるおそれがある場合においては、次に掲げ
るところによること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全設備に関する
当条文は該当しない

イ
火災の発生を防止するために可能な限り不燃性又は難燃性の材
料を使用すること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全設備に関する
当条文は該当しない

ロ
必要に応じて火災の発生を感知する設備及び消火を行う設備が設
けられていること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全設備に関する
当条文は該当しない

ハ
火災の影響を軽減するため、必要に応じて、防火壁の設置その他
の適切な防火措置を講ずること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全設備に関する
当条文は該当しない

5
前号ロの消火を行う設備は、破損、誤作動又は誤操作が起きた場
合においても試験研究用等原子炉を安全に停止させるための機能
を損なわないものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全設備に関する
当条文は該当しない

6

蒸気タービン、ポンプその他の機器又は配管の損壊に伴う飛散物
により損傷を受け、試験研究用等原子炉施設の安全性を損なうお
それがある場合には、防護施設の設置その他の適切な損傷防止
措置が講じられていること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全設備に関する
当条文は該当しない

22 1

燃料体、減速材及び反射材並びに炉心支持構造物の材料は、運
転時における圧力、温度及び放射線につき想定される最も厳しい
条件の下において、必要な物理的及び化学的性質を保持するもの
でなければならない。

申請書添付書類のとおり

2
燃料体、減速材及び反射材並びに炉心支持構造物は、最高使用
圧力、自重、附加荷重その他の燃料体、減速材及び反射材並びに
炉心支持構造物に加わる負荷に耐えられるものでなければならな

申請書添付書類のとおり

3
燃料体、減速材及び反射材並びに炉心支持構造物は、冷却材の
循環その他の要因により生ずる振動により損傷を受けることがない
ように設置されたものでなければならない。

申請書添付書類のとおり

23

試験研究用等原子炉施設には、原子炉容器の材料が中性子照射
を受けることにより著しく劣化するおそれがある場合において、これ
を防止するため、次に掲げるところにより熱遮蔽材が設けられてい
なければならない。

KUCAは臨界実験装置であり、熱遮蔽材に関する本条文は該当し
ない。

1
熱応力による変形により試験研究用等原子炉の安全に支障を及
ぼすおそれがないこと。

KUCAは臨界実験装置であり、熱遮蔽材に関する本条文は該当し
ない。

2
冷却材の循環その他の要因により生ずる振動により損傷を受ける
ことがないこと。

KUCAは臨界実験装置であり、熱遮蔽材に関する本条文は該当し
ない。

（炉心等）

（熱遮蔽材）

（一次冷却材）
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24
一次冷却材は、運転時における圧力、温度及び放射線について想
定される最も厳しい条件の下において、必要な物理的及び化学的
性質を保持するものでなければならない。

KUCAは臨界実験装置であり、一次冷却材は使用しないためは当
条文は該当しない。

25
核燃料物質取扱設備は、次に掲げるところにより設置されていなけ
ればならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の取扱設備
に関する当条文は該当しない

1
通常運転時において取り扱う必要がある燃料体又は使用済燃料
（以下「燃料体等」と総称する。）を取り扱う能力を有するものである

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の取扱設備
に関する当条文は該当しない

2 燃料体等が臨界に達するおそれがないこと。
今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の取扱設備
に関する当条文は該当しない

3
燃料体等の崩壊熱を安全に除去することにより燃料体等が溶融し
ないものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の取扱設備
に関する当条文は該当しない

4 取扱中に燃料体等が破損するおそれがないものであること。
今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の取扱設備
に関する当条文は該当しない

5
燃料体等を封入する容器は、取扱中における衝撃及び熱に耐え、
かつ、容易に破損しないものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の取扱設備
に関する当条文は該当しない

6

前号の容器は、燃料体等を封入した場合に、その表面及び表面か
ら一メートルの距離における線量当量率がそれぞれ原子力規制委
員会の定める線量当量率を超えないものであること。ただし、管理
区域内においてのみ使用されるものについては、この限りでない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の取扱設備
に関する当条文は該当しない

7
燃料体等の取扱中に燃料体等を取り扱うための動力の供給が停
止した場合に、燃料体等を保持する構造を有する機器により燃料
体等の落下を防止できること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の取扱設備
に関する当条文は該当しない

8
次に掲げるところにより燃料取扱場所の放射線量及び温度を測定
できる設備を備えるものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の取扱設備
に関する当条文は該当しない

イ
燃料取扱場所の放射線量の異常を検知し、及び警報を発すること
ができるものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の取扱設備
に関する当条文は該当しない

ロ
崩壊熱を除去する機能の喪失を検知する必要がある場合には、燃
料取扱場所の温度の異常を検知し及び警報を発することができる
ものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の取扱設備
に関する当条文は該当しない

26 1
核燃料物質貯蔵設備は、次に掲げるところにより設置されたもので
なければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の貯蔵設備
に関する当条文は該当しない

1 燃料体等が臨界に達するおそれがないこと。
今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の貯蔵設備
に関する当条文は該当しない

2 燃料体等を貯蔵することができる容量を有すること。
今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の貯蔵設備
に関する当条文は該当しない

3
次に掲げるところにより燃料取扱場所の放射線量及び温度を測定
できる設備を備えるものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の貯蔵設備
に関する当条文は該当しない

（核燃料物質取扱設備）

（核燃料物質貯蔵設備）
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イ
燃料取扱場所の放射線量の異常を検知し及び警報を発することが
できるものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の貯蔵設備
に関する当条文は該当しない

ロ
崩壊熱を除去する機能の喪失を検知する必要がある場合には、燃
料取扱場所の温度の異常を検知し及び警報を発することができる
ものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の貯蔵設備
に関する当条文は該当しない

2
使用済燃料その他高放射性の燃料体を貯蔵する核燃料物質貯蔵
設備は、前項に定めるところによるほか、次に掲げるところにより設
置されていなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の貯蔵設備
に関する当条文は該当しない

1
使用済燃料その他高放射性の燃料体の被覆が著しく腐食すること
を防止し得るものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の貯蔵設備
に関する当条文は該当しない

2
使用済燃料その他高放射性の燃料体からの放射線に対して適切
な遮蔽能力を有するものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の貯蔵設備
に関する当条文は該当しない

3
使用済燃料その他高放射性の燃料体の崩壊熱を安全に除去し得
るものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の貯蔵設備
に関する当条文は該当しない

4
使用済燃料その他高放射性の燃料体を液体中で貯蔵する場合
は、前号に掲げるところによるほか、次に掲げるところによること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の貯蔵設備
に関する当条文は該当しない

イ 液体があふれ、又は漏えいするおそれがないものであること。
今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の貯蔵設備
に関する当条文は該当しない

ロ
液位を測定でき、かつ、液体の漏えいその他の異常を適切に検知
し得るものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の貯蔵設備
に関する当条文は該当しない

27

試験研究用等原子炉施設は、放射性物質を含む一次冷却材（次
条第一項第四号に掲げる設備から排出される放射性物質を含む
流体を含む。）を通常運転時において系統外に排出する場合は、こ
れを安全に廃棄し得るように設置されたものでなければならない。

KUCAは臨界実験装置であり、一次冷却材は使用しないためは当
条文は該当しない。

28 1
試験研究用等原子炉施設には、次に掲げる設備が設けられていな
ければならない。ただし、試験研究用等原子炉の安全を確保する
上で支障がない場合にあっては、この限りでない。

KUCAは臨界実験装置であり、冷却設備は設けていないため当条
文は該当しない。

1
原子炉容器内において発生した熱を除去することができる容量の
冷却材その他の流体を循環させる設備

KUCAは臨界実験装置であり、冷却設備は設けていないため当条
文は該当しない。

2
液体の一次冷却材を用いる試験研究用等原子炉にあっては、運転
時における原子炉容器内の液位を自動的に調整する設備

KUCAは臨界実験装置であり、冷却設備は設けていないため当条
文は該当しない。

3
密閉容器型原子炉（燃料体及び一次冷却材が容器（原子炉格納施
設を除く。）内に密閉されている試験研究用等原子炉をいう。）に
あっては、原子炉容器内の圧力を自動的に調整する設備

KUCAは臨界実験装置であり、冷却設備は設けていないため当条
文は該当しない。

4
一次冷却材に含まれる放射性物質及び不純物の濃度を試験研究
用等原子炉の安全に支障を及ぼさない値以下に保つ設備

KUCAは臨界実験装置であり、冷却設備は設けていないため当条
文は該当しない。

（一次冷却材処理装置）

（冷却設備等）
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5
試験研究用等原子炉停止時における原子炉容器内の残留熱を除
去する設備

KUCAは臨界実験装置であり、冷却設備は設けていないため当条
文は該当しない。

6
試験研究用等原子炉施設の損壊又は故障その他の異常が発生し
たときに想定される最も厳しい条件の下において原子炉容器内に
おいて発生した熱を除去できる非常用冷却設備

KUCAは臨界実験装置であり、冷却設備は設けていないため当条
文は該当しない。

7
前二号の設備により除去された熱を最終ヒートシンクへ輸送するこ
とができる設備

KUCAは臨界実験装置であり、冷却設備は設けていないため当条
文は該当しない。

2
前項の設備は、冷却材の循環その他の要因により生ずる振動によ
り損傷を受けることがないように設置されたものでなければならな

KUCAは臨界実験装置であり、冷却設備は設けていないため当条
文は該当しない。

3
試験研究用等原子炉施設には、一次冷却系統設備からの一次冷
却材の漏えいを検出する装置が設けられていなければならない。

KUCAは臨界実験装置であり、冷却設備は設けていないため当条
文は該当しない。

29 1

液体の一次冷却材を用いる試験研究用等原子炉施設にあっては、
一次冷却材の流出を伴う異常が発生した場合において原子炉容器
内の液位の過度の低下を防止し、炉心全体を冷却材中に保持する
機能を有する設備は、試験研究用等原子炉施設の損壊又は故障
その他の異常に伴う温度の変化による荷重の増加その他の当該
設備に加わる負荷に耐えるものでなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、冠水に関する当条
文は該当しない

2
試験研究用等原子炉施設のうち、冠水維持設備を設けるものに
あっては、前項に定めるところによるほか、原子炉容器内の設計水
位を確保できるものでなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、冠水に関する当条
文は該当しない

30 1

試験研究用等原子炉施設には、次に掲げる事項を計測する設備
が設けられていなければならない。この場合において、当該事項を
直接計測することが困難な場合は、これを間接的に計測する設備
をもって代えることができる。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、計測設備に関する
当条文は該当しない

1 熱出力及び炉心における中性子束密度
今回の申請は燃料の製作に関するものであり、計測設備に関する
当条文は該当しない

2 炉周期
今回の申請は燃料の製作に関するものであり、計測設備に関する
当条文は該当しない

3 制御棒（固体の制御材をいう。以下同じ。）の位置
今回の申請は燃料の製作に関するものであり、計測設備に関する
当条文は該当しない

4 一次冷却材に関する次の事項
今回の申請は燃料の製作に関するものであり、計測設備に関する
当条文は該当しない

イ 含有する放射性物質及び不純物の濃度
今回の申請は燃料の製作に関するものであり、計測設備に関する
当条文は該当しない

ロ 原子炉容器内における温度、圧力、流量及び液位
今回の申請は燃料の製作に関するものであり、計測設備に関する
当条文は該当しない

（液位の保持等）

（計測設備）
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2

試験研究用等原子炉施設には、設計基準事故が発生した場合の
状況を把握し及び対策を講ずるために必要な試験研究用等原子
炉の停止後の温度、液位その他の試験研究用等原子炉施設の状
態を示す事項（以下「パラメータ」という。）を、設計基準事故時に想
定される環境下において、十分な測定範囲及び期間にわたり監視
し及び記録することができる設備が設けられていなければならな

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、計測設備に関する
当条文は該当しない

31

工場等には、次に掲げる事項を計測する放射線管理施設が設けら
れていなければならない。この場合において、当該事項を直接計測
することが困難な場合は、これを間接的に計測する施設をもって代
えることができる。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、放射線管理施設に
関する当条文は該当しない

1
放射性廃棄物の排気口又はこれに近接する箇所における排気中
の放射性物質の濃

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、放射線管理施設に
関する当条文は該当しない

2
放射性廃棄物の排水口又はこれに近接する箇所における排水中
の放射性物質の濃度

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、放射線管理施設に
関する当条文は該当しない

3
管理区域における外部放射線に係る原子力規制委員会の定める
線量当量及び空気中の放射性物質の濃度

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、放射線管理施設に
関する当条文は該当しない

32
試験研究用等原子炉施設には、次に掲げるところにより安全保護
回路が設けられていなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全保護回路に関
する当条文は該当しない

1

運転時の異常な過渡変化が発生する場合又は地震の発生により
試験研究用等原子炉の運転に支障が生ずる場合において、原子
炉停止系統その他系統と併せて機能することにより、燃料の許容
設計限界を超えないようにできるものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全保護回路に関
する当条文は該当しない

2

試験研究用等原子炉施設の損壊又は故障その他の異常により多
量の放射性物質が漏えいするおそれがある場合において、これを
抑制し又は防止するための設備を速やかに作動させる必要がある
ときは、当該設備の作動を速やかに、かつ、自動的に開始させるも

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全保護回路に関
する当条文は該当しない

3

安全保護回路を構成する機械若しくは器具又はチャンネルは、単
一故障が起きた場合又は使用状態からの単一の取り外しを行った
場合において、安全保護機能を失わないよう、多重性又は多様性
を確保するものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全保護回路に関
する当条文は該当しない

4
安全保護回路を構成するチャンネルは、それぞれ互いに分離し、そ
れぞれのチャンネル間において安全保護機能を失わないように独
立性を確保するものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全保護回路に関
する当条文は該当しない

（安全保護回路）

（放射線管理施設）
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5

駆動源の喪失、系統の遮断その他の試験研究用等原子炉の運転
に重要な影響を及ぼす事象が発生した場合においても、試験研究
用等原子炉施設への影響が緩和される状態に移行し、又は当該事
象が進展しない状態を維持することにより、試験研究用等原子炉
施設の安全上支障がない状態を維持できるものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全保護回路に関
する当条文は該当しない

6
不正アクセス行為その他の電子計算機に使用目的に沿うべき動作
をさせず、又は使用目的に反する動作をさせる行為による被害を
防止するために必要な措置が講じられているものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全保護回路に関
する当条文は該当しない

7
計測制御系統施設の一部を安全保護回路と共用する場合におい
て、その安全保護機能を失わないよう、計測制御系統施設から機
能的に分離されたものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全保護回路に関
する当条文は該当しない

8
試験研究用等原子炉の安全を確保する上で必要な場合には、運
転条件に応じてその作動設定値を変更できるものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全保護回路に関
する当条文は該当しない

33 1
試験研究用等原子炉施設には、通常運転時において、燃料の許
容設計限界を超えることがないように反応度を制御できるよう、次
に掲げるところにより反応度制御系統が設けられていなければなら

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

1
通常運転時に予想される温度変化、キセノンの濃度変化、実験物
（試験炉許可基準規則第十九条第一号に規定する実験物をいう。
以下同じ。）の移動その他の要因による反応度変化を制御できるも

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

2 制御棒を用いる場合にあっては、次のとおりとすること。
今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

イ 炉心からの飛び出し又は落下を防止するものであること。
今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

ロ
当該制御棒の反応度添加率は、原子炉停止系統の停止能力と併
せて、想定される制御棒の異常な引き抜きが発生しても、燃料の許
容設計限界を超えないものであること。

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

2
試験研究用等原子炉施設には、次に掲げるところにより原子炉停
止系統が設けられていなければならない。

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

1
制御棒その他の反応度を制御する設備による二以上の独立した系
統を有するものであること。ただし、当該系統が制御棒のみから構
成される場合であって、次に掲げるときは、この限りでない。

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

イ
試験研究用等原子炉を未臨界に移行することができ、かつ、未臨
界を維持することができる制御棒の数に比し当該系統の能力に十
分な余裕があるとき。

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

ロ 原子炉固有の出力抑制特性が優れているとき。
今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

（反応度制御系統及び原子炉停止系統）
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2

運転時において、原子炉停止系統のうち少なくとも一つは、燃料の
許容設計限界を超えることなく試験研究用等原子炉を未臨界に移
行することができ、かつ、少なくとも一つは、低温状態において未臨
界を維持できるものであること。

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

3

試験研究用等原子炉施設の損壊又は故障その他の異常が発生し
た場合において、原子炉停止系統のうち少なくとも一つは、速やか
に試験研究用等原子炉を未臨界に移行することができ、かつ、少
なくとも一つは、低温状態において未臨界を維持できるものである

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

4
制御棒を用いる場合にあっては、一本の制御棒が固着した場合に
おいても、前二号の機能を有するものであること。

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

3
制御材は、運転時における圧力、温度及び放射線について想定さ
れる最も厳しい条件の下において、必要な物理的及び化学的性質
を保持するものでなければならない。

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

4
制御材を駆動する設備は、次に掲げるところによるものでなければ
ならない。

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

1
試験研究用等原子炉の特性に適合した速度で制御材を駆動し得
るものであること。

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

2
制御材を駆動するための動力の供給が停止した場合に、制御材が
反応度を増加させる方向に動かないものであること。

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

3
制御棒の落下その他の衝撃により燃料体、制御棒その他の設備を
損壊することがないものであること。

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

5

制御棒の最大反応度価値及び反応度添加率は、想定される反応
度投入事象（試験研究用等原子炉に反応度が異常に投入される
事象をいう。第六十四条第五項において同じ。）に対して炉心冠水
維持バウンダリを破損せず、かつ、炉心の冷却機能を損なうような
炉心又は炉心支持構造物の損壊を起こさないものでなければなら

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

6

原子炉停止系統は、反応度制御系統と共用する場合には、反応度
制御系統を構成する設備の故障が発生した場合においても通常運
転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に試験研
究用等原子炉を未臨界に移行することができ、かつ、低温状態に
おいて未臨界を維持できるものでなければならない。

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

34 1
試験研究用等原子炉施設には、原子炉制御室が設けられていな
ければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、制御室に関する当
条文は該当しない

2

原子炉制御室は、試験研究用等原子炉の運転状態を表示する装
置、試験研究用等原子炉の安全を確保するための設備を操作する
装置、異常を表示する警報装置その他の試験研究用等原子炉の
安全を確保するための主要な装置が集中し、かつ、誤操作すること
なく適切に運転操作することができるよう設置されたものでなけれ

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、制御室に関する当
条文は該当しない

（原子炉制御室等）
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3
原子炉制御室は、従事者が設計基準事故時に容易に避難できる
構造でなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、制御室に関する当
条文は該当しない

4

原子炉制御室及びこれに連絡する通路は、試験研究用等原子炉
施設の損壊又は故障その他の異常が発生した場合において、試
験研究用等原子炉の運転の停止その他の試験研究用等原子炉施
設の安全性を確保するための措置をとるため、従事者が支障なく
原子炉制御室に入り、かつ、一定期間とどまることができるように、
遮蔽設備の設置その他の適切な放射線防護措置が講じられたも

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、制御室に関する当
条文は該当しない

5

試験研究用等原子炉施設には、火災その他の要因により原子炉
制御室が使用できない場合に、原子炉制御室以外の場所から試
験研究用等原子炉の運転を停止し、かつ、安全な状態を維持する
ことができる設備が設けられていなければならない。ただし、試験
研究用等原子炉の安全を確保する上で支障がない場合にあって

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、制御室に関する当
条文は該当しない

35 1
工場等には、次に掲げるところにより放射性廃棄物を廃棄する設
備（放射性廃棄物を保管廃棄する設備を除く。）が設けられていな
ければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、廃棄物処理設備に
関する当条文は該当しない

1

周辺監視区域の外の空気中及び周辺監視区域の境界における水
中の放射性物質の濃度が、それぞれ原子力規制委員会の定める
濃度限度を超えないように、試験研究用等原子炉施設において発
生する放射性廃棄物を廃棄する能力を有するものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、廃棄物処理設備に
関する当条文は該当しない

2

放射性廃棄物以外の廃棄物を廃棄する設備と区別すること。ただ
し、放射性廃棄物以外の流体状の廃棄物を流体状の放射性廃棄
物を廃棄する設備に導く場合において、流体状の放射性廃棄物が
放射性廃棄物以外の流体状の廃棄物を取り扱う設備に逆流する
おそれがないときは、この限りでない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、廃棄物処理設備に
関する当条文は該当しない

3
放射性廃棄物に含まれる化学薬品の影響その他の要因により著し
く腐食するおそれがないものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、廃棄物処理設備に
関する当条文は該当しない

4
気体状の放射性廃棄物を廃棄する設備は、排気口以外の箇所に
おいて気体状の放射性廃棄物を排出することがないものであるこ

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、廃棄物処理設備に
関する当条文は該当しない

5
気体状の放射性廃棄物を廃棄する設備にろ過装置を設ける場合
にあっては、ろ過装置の放射性物質による汚染の除去又はろ過装
置の取替えが容易な構造であること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、廃棄物処理設備に
関する当条文は該当しない

6
液体状の放射性廃棄物を廃棄する設備は、排水口以外の箇所に
おいて液体状の放射性廃棄物を排出することがないものであるこ

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、廃棄物処理設備に
関する当条文は該当しない

7
固体状の放射性廃棄物を廃棄する設備は、放射性廃棄物を廃棄
する過程において放射性物質が散逸し難いものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、廃棄物処理設備に
関する当条文は該当しない

（廃棄物処理設備）
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2

液体状の放射性廃棄物を廃棄する設備（液体状の放射性廃棄物
を保管廃棄する設備を除く。以下この項において同じ。）が設置さ
れる施設（液体状の放射性廃棄物の漏えいが拡大するおそれがあ
る部分に限る。）は、次に掲げるところにより設置されていなければ

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、廃棄物処理設備に
関する当条文は該当しない

1
施設内部の床面及び壁面は、液体状の放射性廃棄物が漏えいし
難いものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、廃棄物処理設備に
関する当条文は該当しない

2

施設内部の床面は、床面の傾斜又は床面に設けられた溝の傾斜
により液体状の放射性廃棄物がその受け口に導かれる構造であ
り、かつ、液体状の放射性廃棄物を廃棄する設備の周辺部には、
液体状の放射性廃棄物の漏えいの拡大を防止するための堰せき

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、廃棄物処理設備に
関する当条文は該当しない

3

施設外に通ずる出入口又はその周辺部には、液体状の放射性廃
棄物が施設外へ漏えいすることを防止するための堰せきが設けら
れていること。ただし、施設内部の床面が隣接する施設の床面又
は地表面より低い場合であって液体状の放射性廃棄物が施設外
へ漏えいするおそれがないときは、この限りでない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、廃棄物処理設備に
関する当条文は該当しない

36 1
放射性廃棄物を保管廃棄する設備は、次に掲げるところによるもの
でなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、保管廃棄設備に関
する当条文は該当しない

1
通常運転時に発生する放射性廃棄物を保管廃棄する容量を有す
ること

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、保管廃棄設備に関
する当条文は該当しない

2 放射性廃棄物が漏えいし難い構造であること。
今回の申請は燃料の製作に関するものであり、保管廃棄設備に関
する当条文は該当しない

3
崩壊熱及び放射線の照射により発生する熱に耐え、かつ、放射性
廃棄物に含まれる化学薬品の影響その他の要因により著しく腐食
するおそれがないこと。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、保管廃棄設備に関
する当条文は該当しない

2
固体状の放射性廃棄物を保管廃棄する設備が設置される施設は、
放射性廃棄物による汚染が広がらないように設置されたものでな
ければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、保管廃棄設備に関
する当条文は該当しない

3
前条第二項の規定は、流体状の放射性廃棄物を保管廃棄する設
備が設置されている施設について準用する。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、保管廃棄設備に関
する当条文は該当しない

37
試験研究用等原子炉施設には、次に掲げるところにより、原子炉
格納施設が設けられていなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、原子炉格納施設に
関する当条文は該当しない

1
通常運転時に、その内部を負圧状態に維持し得るものであり、か
つ、所定の漏えい率を超えることがないものであること。ただし、公
衆に放射線障害を及ぼすおそれがない場合にあっては、この限り

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、原子炉格納施設に
関する当条文は該当しない

（保管廃棄設備）

（原子炉格納施設）
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2

設計基準事故時において、公衆に放射線障害を及ぼさないように
するため、原子炉格納施設から放出される放射性物質を低減する
ものであること。ただし、公衆に放射線障害を及ぼすおそれがない
場合にあっては、この限りでない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、原子炉格納施設に
関する当条文は該当しない

38
試験研究用等原子炉施設に設置される実験設備等（試験炉許可
基準規則第二十九条に規定する実験設備等をいう。以下この条に
おいて同じ。）は、次に掲げるものでなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、実験設備に関する
当条文は該当しない

1
実験設備等の損傷その他の実験設備等の異常が発生した場合に
おいても、試験研究用等原子炉の安全性を損なうおそれがないも
のであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、実験設備に関する
当条文は該当しない

2
実験物の移動又は状態の変化が生じた場合においても、運転中の
試験研究用等原子炉に反応度が異常に投入されないものであるこ

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、実験設備に関する
当条文は該当しない

3
放射線又は放射性物質の著しい漏えいのおそれがないものである
こと。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、実験設備に関する
当条文は該当しない

4

試験研究用等原子炉施設の健全性を確保するために実験設備等
の動作状況、異常の発生状況、周辺の環境の状況その他の試験
研究用等原子炉の安全上必要なパラメータを原子炉制御室に表示
できるものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、実験設備に関する
当条文は該当しない

5
実験設備等が設置されている場所は、原子炉制御室と相互に連絡
することができる場所であること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、実験設備に関する
当条文は該当しない

39

中出力炉又は高出力炉に係る試験研究用等原子炉施設は、発生
頻度が設計基準事故より低い事故であって、当該試験研究用等原
子炉施設から多量の放射性物質又は放射線を放出するおそれが
あるものが発生した場合において、当該事故の拡大を防止するた
めに必要な措置が講じられたものでなければならない。

KUCAは臨界実験装置であり、中出力炉、高出力炉には該当しな
い。

40 1

試験研究用等原子炉施設には、外部電源系統からの電気の供給
が停止した場合において、試験研究用等原子炉施設の安全を確保
し必要な設備の機能を維持するために、内燃機関を原動力とする
発電設備又はこれと同等以上の機能を有する非常用電源設備が
設けられていなければならない。ただし、試験研究用等原子炉施設
の安全を確保する上で支障がない場合にあっては、この限りでな

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、保安電源設備に関
する当条文は該当しない

2
試験研究用等原子炉の安全を確保する上で特に必要な設備は、
無停電電源装置又はこれと同等以上の機能を有する設備に接続さ
れているものでなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、保安電源設備に関
する当条文は該当しない

（実験設備等）

（多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止）

（保安電源設備）
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3

試験研究用等原子炉施設には、必要に応じ、全交流動力電源喪失
時に試験研究用等原子炉を安全に停止し、又はパラメータを監視
する設備の動作に必要な容量を有する蓄電池その他の非常用電
源設備が設けられていなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、保安電源設備に関
する当条文は該当しない

41

試験研究用等原子炉施設には、その設備の機能の喪失、誤操作
その他の要因により試験研究用等原子炉の安全を著しく損なうお
それが生じたとき、第三十一条第一号の放射性物質の濃度若しく
は同条第三号の線量当量が著しく上昇したとき又は液体状の放射
性廃棄物を廃棄する設備から液体状の放射性廃棄物が著しく漏え
いするおそれが生じたときに、これらを確実に検知して速やかに警
報する装置が設けられていなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、警報装置に関する
当条文は該当しない

42 1
工場等には、設計基準事故が発生した場合において工場等内の
人に対し必要な指示ができるよう、通信連絡設備が設けられていな
ければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、通信連絡設備に関
する当条文は該当しない

2

工場等には、設計基準事故が発生した場合において当該試験研
究用等原子炉施設外の通信連絡をする必要がある場所と通信連
絡ができるよう、多重性又は多様性を確保した通信回線が設けら
れていなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、通信連絡設備に関
する当条文は該当しない

本章は該当しない。

本章は該当しない。

本章は該当しない。第５章 ナトリウム冷却型高速炉に係る試験研究用等原子炉施設

（警報装置）

（通信連絡設備等）

第３章 研究開発段階原子炉に係る試験研究用等原子炉施設

第４章 ガス冷却型原子炉に係る試験研究用等原子炉施設
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申請の概要 

臨界実験装置（KUCA）原子炉本体の燃料体の燃料材の種類には、固体
減速炉心用と軽水減速炉心用がある。 
 本申請による申請範囲は、原子炉本体を構成する燃料体のうち、固体
減速炉心に装荷する固体減速炉心用の低濃縮ウラン燃料の角板（以下、
「燃料要素」と記す。）の製作について申請するものである。 

設工認申請においては 
 
① 原子炉設置変更承認申請における固体減速炉心用低濃縮ウラン燃料

要素の記載と整合しているかどうかを確認する。 
 

② 技術基準規則との適合性を確認する。 

原子炉設置変更承認申請において、固体減速炉心用低濃縮ウラン 
燃料要素の仕様はすでに承認済み 
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製作する燃料要素の図面 
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製作する燃料要素の図面 

5 
アルミニウム製の被覆材の形状 

寸法は前頁 
参照 





添付書類八 
8-2 原子炉本体の構造及び設備 
8-2-1 炉心 
8-2-1-2 燃料体の最大挿入量 
8-2-1-2-2低濃縮ウラン炉心 
(1)固体減速炉心 
濃縮ウラン（濃縮度約 ）  （U-235量） 
 
 
8-2-2燃料体 
8-2-2-1 燃料材の種類 
8-2-2-1-2低濃縮ウラン炉心 
固体減速炉心用 
ウランモリブデン・アルミニウム分散型燃料（U7Mo－Al）
（角板） 
（ウランモリブデンの主成分はU7Moとし、ウランを約

の割合でアルミニウム中に分散させたものとす
る） 
濃縮度 約  

原子炉設置変更承認申請における 
固体減速炉心用低濃縮ウラン燃料要素の記載 

3.1.1  炉心に関する制限 
(1) 炉心への最大挿入量 
 
3.2.3 燃料要素の仕様 
(2) 数量 

3.1.2  燃料要素 
(1) 燃料材の種類 
 
3.2.1 燃料材の仕様 
 (1) アルミニウム粉末 
 (2)ウランモリブデン粉末 
 (3) ウランモリブデンコンパクト 
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設計仕様（申請書記載内容） 
燃料要素の仕様 

(1) 寸法 
1) 燃料要素寸法（被覆を含む） 

   
 
2) 被覆材厚さ 

 
 
(2) 数量 

製作数 以下（ただしU-235量は 以下） 
  
 
・その他 

燃料要素1枚毎にID刻印を行う。 
刻印の位置は燃料芯材部以外とする。 
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以上の設計仕様は、設工認申請書の添付書類「原子炉設置変更承認
申請書」との整合性に関する説明書において、整合性を確認している 





構造、強度及び漏えいの確認に係る検査 

試験・検査項目（申請書記載内容） 

1. 燃料材材料検査 
(1) アルミニウム粉末 
1) 化学的組成検査 
  材料メーカのミルシート等に基づき、燃料材アルミニウム粉末の化学的組成が所 
  定の範囲であることを確認する。 
  
(2) ウランモリブデン粉末 
1) 化学的組成検査 
  加工メーカの試験結果記録等に基づき、ウランモリブデン粉末の化学的組成が所 
  定の範囲であることを確認する。 
2)モリブデン重量比検査 
  加工メーカの試験結果記録等に基づき、ウランモリブデン粉末のモリブデン重量 
  比が所定の範囲であることを確認する。 
3) 濃縮度検査 
  加工メーカの試験結果記録等に基づき、ウランモリブデン粉末のウラン濃縮度が 
  所定の範囲であることを確認する。  
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試験・検査項目（申請書記載内容） 

(3)ウランモリブデンコンパクト（燃料芯材） 
1)コンパクト寸法検査 
  加工メーカの試験結果記録等に基づき、ウランモリブデンコンパクトの寸法が所定 
  の範囲であることを確認する。 
2) U-235重量検査 
  加工メーカの試験結果記録等に基づき、ウランモリブデンコンパクトのU-235重量 
  が所定の範囲であることを確認する。 
3) ウラン密度検査 
  加工メーカの試験結果記録等に基づき、ウランモリブデンコンパクトのウラン密度 
  が所定の範囲であることを確認する。 
 
2.   被覆材検査 
(1) 化学的組成検査 
  材料メーカのミルシート等に基づき、被覆材アルミニウムの化学的組成が所定の 
  範囲であることを確認する。 
(2) 機械的性質検査 
  材料メーカのミルシート等に基づき、被覆材アルミニウムの機械的性質が所定の 
  範囲であることを確認する。 
(3) 寸法検査 
  加工メーカの試験結果記録等に基づき、被覆材アルミニウムの寸法が所定の範 
  囲であることを確認する。 14 



試験・検査項目（申請書記載内容） 

3.  燃料要素検査 
(1)寸法検査 
  燃料要素の寸法が所定の範囲であることを確認する。 
(2) 燃料芯材検査 
  加工メーカのX線透過試験結果記録等に基づき、燃料芯材が存在することを確認 
  する。 
(3) 溶接部確認検査 
  加工メーカの試験結果記録等に基づき、燃料要素溶接部の溶接深さ、所定の深 
  さを超える傷がないことを確認する。 
(4) 外観検査 
  所定の深さを超える傷がないことを確認するとともに、燃料要素に異物及び著しい 
  汚れがないことを目視により確認する。 
(5) 刻印検査 
  目視により、所定の位置に刻印があることを確認する。 
(6) 員数検査 
  製作された燃料要素が、 以下であることとU-235量の合計が 以下であ  
  ることを確認する。製作2回目以降の検査では、それ以前に製作した燃料要素枚 
  数と合わせて 以下であることとU-235量の合計が 以下であることを確 
  認する。 
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機能及び性能の確認に関する検査 

試験・検査項目（申請書記載内容） 

該当なし 

本申請に係る工事が本申請書に従って行われたものであることの確認に係る検査 

1.  設計変更の生じた構築物等に対する適合性確認結果の検査（適合性確認検査） 
  設計変更の生じた構築物について、本申請書の「設計及び工事の方法」に従って 
  行われ、下記の技術基準規則への適合性が確認されていることを、記録等により 
  確認する。 
    地震による損傷の防止（第6条） 
    外部からの衝撃による損傷の防止（第8条） 
    機能の確認等（第11条） 
    炉心等（第22条） 
  
2.  品質マネジメントシステムに係る検査（品質マネジメントシステム検査） 
  本申請書の「設計及び工事に係る品質マネジメントシステム」に記載した「品質マネ 
  ジメント計画書」に従って、工事及び検査に係る保安活動が行われていることを、 
  記録等により確認する。 
 16 







技術基準規則との適合性について（第六条） 
（地震による損傷の防止） 
第六条 試験研究用等原子炉施設は、これに作用する地震力（試験炉許可基準規則第四条第二項の規定により算定する地震力
をいう。）による損壊により公衆に放射線障害を及ぼすことがないものでなければならない。 
２ 耐震重要施設（試験炉許可基準規則第三条第一項に規定する耐震重要施設をいう。以下この条において同じ。）は、その供用
中に当該耐震重要施設に大きな影響を及ぼすおそれがある地震による加速度によって作用する地震力（試験炉許可基準規則第
四条第三項に規定する地震力をいう。）に対してその安全性が損なわれるおそれがないものでなければならない。 
３ 耐震重要施設は、試験炉許可基準規則第四条第三項の地震により生ずる斜面の崩壊によりその安全性が損なわれるおそれ
がないものでなければならない。 

第１項について 
当該燃料要素は、耐震Cクラスを満足するものとする。なお、燃料要素自体は耐震部材
ではなく、さや管に挿入して使用されるため、燃料要素の耐震性は耐震Cクラスのさや

管の耐震性によって確保されるものである。燃料要素を挿入したさや管の耐震性につ
いて検討した結果、第1項に適合する設計となっている。 
  
第２項について 
当該燃料要素は耐震重要施設ではないため対象外。 
  
第３項について 
当該燃料要素は耐震重要施設ではないため対象外。 
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（外部からの衝撃による損傷の防止） 
第八条 試験研究用等原子炉施設は、想定される自然現象（地震及び津波を除く。）によりその安全性を損なうおそれがある場合
において、防護措置、基礎地盤の改良その他の適切な措置が講じられたものでなければならない。 
２ 試験研究用等原子炉施設は、周辺監視区域に隣接する地域に事業所、鉄道、道路その他の外部からの衝撃が発生するおそ
れがある要因がある場合において、事業所における火災又は爆発事故、危険物を搭載した車両、船舶又は航空機の事故その他
の敷地及び敷地周辺の状況から想定される事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）により試験研究用等原子炉施
設の安全性が損なわれないよう、防護措置その他の適切な措置が講じられたものでなければならない。 
３ 試験研究用等原子炉を船舶に設置する場合にあっては、原子炉格納容器に近接する船体の部分は、衝突、座礁その他の要
因による原子炉格納容器の機能の喪失を防止できる構造でなければならない。 
４ 試験研究用等原子炉施設は、航空機の墜落により試験研究用等原子炉施設の安全性を損なうおそれがある場合において、
防護措置その他の適切な措置が講じられたものでなければならない。 

第１項、第２項について 
(1) 自然現象 
技術基準規則第八条第１項の要求事項に適合させるため、KUCA施設が、想定される自然現象(地震及び津波を
除く。)及びそれらの組合せによりその安全性が損なわれるおそれがある場合は、防護措置その他の適切な措置
を講じる。 
 (2)人為事象 
技術基準規則第八条第２項の要求事項に適合させるため、周辺監視区域に隣接する地域に事業所、鉄道、道
路その他の外部からの衝撃が発生するおそれがある要因がある場合には、事業所における火災又は爆発事
故、危険物を搭載した車両、船舶又は航空機の事故その他の敷地及び敷地周辺の状況から想定される事象で
あって人為によるもの(故意によるものを除く。)によりKUCA施設の安全性が損なわれないよう、防護措置その他
の適切な措置を講じる。 
 (3) 適合性確認の基本方針 
燃料要素はすべてKUCA施設の原子炉建屋（以下「原子炉建屋」という。）に内包されていることから、外部からの

衝撃に対する防護措置等の適合性評価に当たっては、原子炉建屋への影響の有無により確認することを基本
方針とする。 

詳細は申請書のとおりであり、適合性について確認されている 

技術基準規則との適合性について（第八条） 
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（外部からの衝撃による損傷の防止） 
第八条 試験研究用等原子炉施設は、想定される自然現象（地震及び津波を除く。）によりその安全性を損なうおそれがある場合
において、防護措置、基礎地盤の改良その他の適切な措置が講じられたものでなければならない。 
２ 試験研究用等原子炉施設は、周辺監視区域に隣接する地域に事業所、鉄道、道路その他の外部からの衝撃が発生するおそ
れがある要因がある場合において、事業所における火災又は爆発事故、危険物を搭載した車両、船舶又は航空機の事故その他
の敷地及び敷地周辺の状況から想定される事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）により試験研究用等原子炉施
設の安全性が損なわれないよう、防護措置その他の適切な措置が講じられたものでなければならない。 
３ 試験研究用等原子炉を船舶に設置する場合にあっては、原子炉格納容器に近接する船体の部分は、衝突、座礁その他の要
因による原子炉格納容器の機能の喪失を防止できる構造でなければならない。 
４ 試験研究用等原子炉施設は、航空機の墜落により試験研究用等原子炉施設の安全性を損なうおそれがある場合において、
防護措置その他の適切な措置が講じられたものでなければならない。 

第３項、第４項について 
第３項は原子炉施設を船舶に設置する場合の規定であること、第４項の航空 機落下は「実用発電用原子炉施設

への航空機落下確率の評価基準について」等に基づき評価した結果、防護措置の要否を判断する基準を超えて
いないことについて設置(変更)承認を受けていることから適用外である。 

技術基準規則との適合性について（第八条）続き 
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（機能の確認等） 
第十一条 試験研究用等原子炉施設は、原子炉容器その他の試験研究用等原子炉の安全を確保する上で必要な設備の機能の
確認をするための試験又は検査及びこれらの機能を健全に維持するための保守又は修理ができるものでなければならない。 

本申請の対象である燃料要素は、運転により燃料要素に蓄積される核分裂生成物が
僅少であり、運転後においても燃料要素を直接取り扱うことが可能である。したがって、
安全を確保する上で必要な機能の確認をするための試験又は検査及びこれらの機能
を健全に維持するための保守が可能である。 

技術基準規則との適合性について（第十一条） 
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（炉心等） 
第二十二条 燃料体、減速材及び反射材並びに炉心支持構造物の材料は、運転時における圧力、温度及び放射線につき想定さ
れる最も厳しい条件の下において、必要な物理的及び化学的性質を保持するものでなければならない。 
２ 燃料体、減速材及び反射材並びに炉心支持構造物は、最高使用圧力、自重、附加荷重その他の燃料体、減速材及び反射材
並びに炉心支持構造物に加わる負荷に耐えられるものでなければならない。 
３ 燃料体、減速材及び反射材並びに炉心支持構造物は、冷却材の循環その他の要因により生ずる振動により損傷を受けること
がないように設置されたものでなければならない。 

第１項、第２項について 
本申請の対象である燃料要素は、技術基準規則に基づき、最高使用圧力、自重、附加
荷重その他の燃料要素に加わる負荷に耐えるように設計していることを、参考資料に
示す評価計算により確認しており、設計上要求される耐圧強度を確保している。なお、
固体減速炉心は、常圧下に置かれ、通常運転時の最大熱出力100W、運転時の異常な
過渡変化時においても最高使用温度は100℃未満となり、燃料芯材及び被覆材による

有意な相互作用はない。また、材料検査、外観検査及び寸法検査を実施し、適切な材
料及び構造であることを確認する。 
→ 評価計算は申請書のとおりであり、燃料要素は附加荷重、自重に耐えられる構造で
ある。（参考資料参照） 
 
第３項について 
炉心は冷却を必要とせず、減速材及び反射材は固体であり、冷却材の循環等による損
傷を生じさせるおそれのある振動は発生しない。このため、同条第３項の規定は適用外
とする。 

技術基準規則との適合性について（第二十二条） 
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20220624 審査会合資料１-２ 参考資料（固体計算書） 

図 1 燃料要素 (単位：mm) 

図 2 燃料要素構造 (断面図)  (単位：mm) 



20220624 審査会合資料１-２ 参考資料表

第１章 1

条 項 号 規則 説明

3 1
特別の理由により原子力規制委員会の認可を受けた場合は、この
規則の規定によらないで試験研究用等原子炉施設を設置すること

KUCAは本条文に該当しない

2
前項の認可を受けようとする者は、その理由及び設置方法を記載
した申請書に関係図面を添付して申請しなければならない。

KUCAは本条文に該当しない

4

法第四十三条の三の二第二項の認可を受けた場合には、当該認
可に係る廃止措置計画（同条第三項において準用する法第十二条
の六第三項又は第五項の規定による変更の認可又は届出があっ
たときは、その変更後のもの。以下この条において同じ。）で定める
性能維持施設（試験炉規則第十六条の五の二第十一号の性能維
持施設をいう。）については、この規則の規定にかかわらず、当該
認可に係る廃止措置計画に定めるところにより、当該施設を維持し

KUCAは本条文に該当しない

5

試験研究用等原子炉施設（船舶に設置するものを除く。第六条、第
七条及び第八条第一項において同じ。）は、試験炉許可基準規則
第三条第一項の地震力が作用した場合においても当該試験研究
用等原子炉施設を十分に支持することができる地盤に設置された
ものでなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

6 1
試験研究用等原子炉施設は、これに作用する地震力（試験炉許可
基準規則第四条第二項の規定により算定する地震力をいう。）によ
る損壊により公衆に放射線障害を及ぼすことがないものでなけれ

申請書添付書類のとおり

2

耐震重要施設（試験炉許可基準規則第三条第一項に規定する耐
震重要施設をいう。以下この条において同じ。）は、その供用中に
当該耐震重要施設に大きな影響を及ぼすおそれがある地震による
加速度によって作用する地震力（試験炉許可基準規則第四条第三
項に規定する地震力をいう。）に対してその安全性が損なわれるお
それがないものでなければならない。

申請書添付書類のとおり

3
耐震重要施設は、試験炉許可基準規則第四条第三項の地震によ
り生ずる斜面の崩壊によりその安全性が損なわれるおそれがない
ものでなければならない。

申請書添付書類のとおり

（地震による損傷の防止）

（津波による損傷の防止）

（定義）

（特殊な設計による試験研究用等原子炉施設）

（廃止措置中の試験研究用等原子炉施設の維持）

（試験研究用等原子炉施設の地盤）

第１章 総則

1

2

（適応範囲）



20220624 審査会合資料１-２ 参考資料表

第１章 2

7

試験研究用等原子炉施設は、その供用中に当該試験研究用等原
子炉施設に大きな影響を及ぼすおそれがある津波（試験炉許可基
準規則第五条に規定する津波をいう。）によりその安全性が損なわ
れるおそれがないものでなければならない。

設置変更承認申請のとおり、KUCAは津波による影響を受けない

8 1

試験研究用等原子炉施設は、想定される自然現象（地震及び津波
を除く。）によりその安全性を損なうおそれがある場合において、防
護措置、基礎地盤の改良その他の適切な措置が講じられたもので
なければならない。

申請書添付書類のとおり

2

試験研究用等原子炉施設は、周辺監視区域に隣接する地域に事
業所、鉄道、道路その他の外部からの衝撃が発生するおそれがあ
る要因がある場合において、事業所における火災又は爆発事故、
危険物を搭載した車両、船舶又は航空機の事故その他の敷地及
び敷地周辺の状況から想定される事象であって人為によるもの（故
意によるものを除く。）により試験研究用等原子炉施設の安全性が
損なわれないよう、防護措置その他の適切な措置が講じられたも

申請書添付書類のとおり

3
試験研究用等原子炉を船舶に設置する場合にあっては、原子炉格
納容器に近接する船体の部分は、衝突、座礁その他の要因による
原子炉格納容器の機能の喪失を防止できる構造でなければならな

申請書添付書類のとおり

4
試験研究用等原子炉施設は、航空機の墜落により試験研究用等
原子炉施設の安全性を損なうおそれがある場合において、防護措
置その他の適切な措置が講じられたものでなければならない。

申請書添付書類のとおり

9

試験研究用等原子炉を設置する工場又は事業所（以下「工場等」と
いう。）は、試験研究用等原子炉施設への人の不法な侵入、試験
研究用等原子炉施設に不正に爆発性又は易燃性を有する物件そ
の他人に危害を与え又は他の物件を損傷するおそれがある物件
が持ち込まれること及び不正アクセス行為（不正アクセス行為の禁
止等に関する法律（平成十一年法律第百二十八号）第二条第四項
に規定する不正アクセス行為をいう。第三十二条第六号において
同じ。）を防止するため、適切な措置が講じられたものでなければ

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

（外部からの衝撃による損傷の防止）

（試験研究用等原子炉施設への人の不法な侵入等の防止）

（試験研究用等原子炉施設の機能）



20220624 審査会合資料１-２ 参考資料表

第１章 3

10 1

試験研究用等原子炉施設は、通常運転時において試験研究用等
原子炉の反応度を安全かつ安定的に制御でき、かつ、運転時の異
常な過渡変化時においても試験研究用等原子炉固有の出力抑制
特性を有するとともに、当該試験研究用等原子炉の反応度を制御
することにより原子核分裂の連鎖反応を制御できる能力を有するも
のでなければならない。ただし、試験炉許可基準規則第十五条第
一項ただし書の規定の適用を受ける臨界実験装置に係る試験研
究用等原子炉施設にあっては、試験研究用等原子炉固有の出力

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

2
船舶に設置する試験研究用等原子炉施設は、波浪により生ずる動
揺、傾斜その他の要因により機能が損なわれることがないものでな
ければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

11

試験研究用等原子炉施設は、原子炉容器その他の試験研究用等
原子炉の安全を確保する上で必要な設備の機能の確認をするた
めの試験又は検査及びこれらの機能を健全に維持するための保
守又は修理ができるものでなければならない。

申請書添付書類のとおり

12 1

試験研究用等原子炉施設に属する容器、管、弁及びポンプ並びに
これらを支持する構造物並びに炉心支持構造物のうち、試験研究
用等原子炉施設の安全性を確保する上で重要なもの（以下この項
において「容器等」という。）の材料及び構造は、次に掲げるところ
によらなければならない。この場合において、第一号（容器等の材
料に係る部分に限る。）及び第二号の規定については、法第二十
八条第二項に規定する使用前事業者検査の確認を行うまでの間

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、支持構造物に関す
る当条文は該当しない

1
容器等がその設計上要求される強度及び耐食性を確保できるもの
であること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

2
容器等の主要な耐圧部の溶接部（溶接金属部及び熱影響部をい
う。以下この号において同じ。）は、次に掲げるところによるものであ

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

イ 不連続で特異な形状でないものであること。 今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな

ロ
溶接による割れが生ずるおそれがなく、かつ、健全な溶接部の確
保に有害な溶込み不良その他の欠陥がないことを非破壊試験によ
り確認したものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

ハ 適切な強度を有するものであること。 今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな

ニ
械試験その他の評価方法により適切な溶接施工法及び溶接設備
並びに適切な技能を有する溶接士であることをあらかじめ確認した
ものにより溶接したものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

2
試験研究用等原子炉施設に属する機器は、その安全機能の重要
度に応じて、適切な耐圧試験又は漏えい試験を行ったとき、これに
耐え、かつ、著しい漏えいがないものでなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

（機能の確認等）

（材料及び構造）
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3
試験研究用等原子炉施設に属する容器であって、その材料が中性
子照射を受けることにより著しく劣化するおそれがあるものの内部
は、監視試験片を備えたものでなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

13

試験研究用等原子炉施設には、その安全機能の重要度に応じて、
機器に作用する圧力の過度の上昇を適切に防止する性能を有す
る安全弁、逃がし弁、破壊板又は真空破壊弁（第十五条第二項に
おいて「安全弁等」という。）が必要な箇所に設けられていなければ

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全弁等に関する
当条文は該当しない

14

放射性物質を含む一次冷却材その他の流体を内包する容器若しく
は管又は放射性廃棄物を廃棄する設備（排気筒並びに第十七条
及び第三十六条（第五十二条、第五十九条及び第七十条において
準用する場合を含む。）に規定するものを除く。）へ放射性物質を含
まない流体を導く管には、逆止め弁が設けられていなければならな
い。ただし、放射性物質を含む流体が放射性物質を含まない流体
を導く管に逆流するおそれがない場合は、この限りでない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、逆止め弁等に関す
る当条文は該当しない

15 1
試験研究用等原子炉施設は、通常運転時において機器から放射
性物質を含む流体が漏えいする場合において、これを安全に廃棄
し得るように設置されたものでなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

2
試験研究用等原子炉施設は、安全弁等から排出される流体が放
射性物質を含む場合において、これを安全に廃棄し得るように設置
されたものでなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

3

試験研究用等原子炉施設は、工場等の外に排水を排出する排水
路（湧水に係るものであって、放射性物質により汚染するおそれが
ある管理区域内に開口部がないものを除く。以下この項において
同じ。）の上に、当該施設の放射性物質により汚染するおそれがあ
る管理区域内の床面がないものでなければならない。ただし、液体
状の放射性廃棄物を廃棄する設備が設置される施設（液体状の放
射性廃棄物の漏えいが拡大するおそれがある部分に限る。）以外
の施設であって当該施設の放射性物質により汚染するおそれがあ
る管理区域内に当該排水路の開口部がない場合並びに当該排水
路に放射性物質を含む排水を安全に廃棄する設備及び第三十一
条第二号に掲げる事項を計測する設備が設置されている場合は、

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

4

試験研究用等原子炉施設のうち、人が頻繁に出入りする建物又は
船舶の内部の壁、床その他の部分であって、放射性物質により汚
染されるおそれがあり、かつ、人が触れるおそれがあるものの表面
は、放射性物質による汚染を除去しやすいものでなければならな

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

（遮蔽等）

（安全弁等）

（逆止め弁）

（放射性物質による汚染の防止）
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16 1

試験研究用等原子炉施設は、通常運転時において当該試験研究
用等原子炉施設からの直接線及びスカイシャイン線による工場等
周辺の空間線量率が原子力規制委員会の定める線量限度を十分
下回るように設置されたものでなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

2
工場等（原子力船を含む。）内における外部放射線による放射線障
害を防止する必要がある場所には、次に掲げるところにより遮蔽設
備が設けられていなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

1 放射線障害を防止するために必要な遮蔽能力を有するものである 今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな

2
開口部又は配管その他の貫通部がある場合であって放射線障害
を防止するために必要がある場合は、放射線の漏えいを防止する
ための措置が講じられていること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

3 自重、熱応力その他の荷重に耐えるものであること。 今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな

17 1
試験研究用等原子炉施設内の放射性物質により汚染された空気
による放射線障害を防止する必要がある場所には、次に掲げると
ころにより換気設備が設けられていなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

1 放射線障害を防止するために必要な換気能力を有するものである 今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな

2
放射性物質により汚染された空気が漏えい及び逆流のし難い構造
であるものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

3
ろ過装置を有する場合にあっては、ろ過装置の放射性物質による
汚染の除去又はろ過装置の取替えが容易な構造であること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

4
吸気口は、放射性物質により汚染された空気を吸入し難いように設
置されたものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、当条文は該当しな
い

（換気設備）
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条 項 号 規則 説明

18
この章の規定は、試験研究用原子炉に係る試験研究用等原子炉
施設について適用する。

本条文は適用に関することである。

19 1
試験研究用等原子炉施設は、当該試験研究用等原子炉施設内に
おける溢いつ水の発生によりその安全性を損なうおそれがある場
合は、防護措置その他の適切な措置が講じられたものでなければ

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、溢水設備に関する
当条文は該当しない

2

試験研究用等原子炉施設は、当該試験研究用等原子炉施設内の
放射性物質を含む液体を内包する容器又は配管の破損により当
該容器又は配管から放射性物質を含む液体があふれ出るおそれ
がある場合は、当該液体が管理区域外へ漏えいすることを防止す
るために必要な措置が講じられたものでなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、溢水設備に関する
当条文は該当しない

20
試験研究用等原子炉施設には、次に掲げる設備が設けられていな
ければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、避難経路に関する
当条文は該当しない

1
その位置を明確かつ恒久的に表示することにより容易に識別でき
る安全避難通路

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、避難経路に関する
当条文は該当しない

2
照明用の電源が喪失した場合においても機能を損なわない避難用
の照明

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、避難経路に関する
当条文は該当しない

3
設計基準事故が発生した場合に用いる照明（前号の避難用の照明
を除く。）及びその専用の電源

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、避難経路に関する
当条文は該当しない

21
安全設備は、次に掲げるところにより設置されたものでなければな
らない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全設備に関する
当条文は該当しない

1

第二条第二項第二十八号ロに掲げる安全設備は、二以上の原子
力施設において共用し、又は相互に接続するものであってはならな
い。ただし、試験研究用等原子炉の安全を確保する上で支障がな
い場合にあっては、この限りでない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全設備に関する
当条文は該当しない

2

第二条第二項第二十八号ロに掲げる安全設備は、当該安全設備
を構成する機械又は器具の単一故障（試験炉許可基準規則第十
二条第二項に規定する単一故障をいう。第三十二条第三号におい
て同じ。）が発生した場合であって、外部電源が利用できない場合
においても機能できるよう、当該系統を構成する機械又は器具の
機能、構造及び動作原理を考慮して、多重性又は多様性を確保
し、及び独立性を確保するものであること。ただし、原子炉格納容
器その他多重性、多様性及び独立性を有することなく試験研究用
等原子炉の安全を確保する機能を維持し得る設備にあっては、こ

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全設備に関する
当条文は該当しない

（安全設備）

第２章 試験研究用原子炉に係る試験研究用等原子炉施設

（適用）

（溢水による損傷の防止）

（安全避難通路等）
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3
安全設備は、設計基準事故時及び設計基準事故に至るまでの間
に想定される全ての環境条件において、その機能を発揮すること
ができるものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全設備に関する
当条文は該当しない

4
火災により損傷を受けるおそれがある場合においては、次に掲げ
るところによること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全設備に関する
当条文は該当しない

イ
火災の発生を防止するために可能な限り不燃性又は難燃性の材
料を使用すること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全設備に関する
当条文は該当しない

ロ
必要に応じて火災の発生を感知する設備及び消火を行う設備が設
けられていること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全設備に関する
当条文は該当しない

ハ
火災の影響を軽減するため、必要に応じて、防火壁の設置その他
の適切な防火措置を講ずること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全設備に関する
当条文は該当しない

5
前号ロの消火を行う設備は、破損、誤作動又は誤操作が起きた場
合においても試験研究用等原子炉を安全に停止させるための機能
を損なわないものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全設備に関する
当条文は該当しない

6

蒸気タービン、ポンプその他の機器又は配管の損壊に伴う飛散物
により損傷を受け、試験研究用等原子炉施設の安全性を損なうお
それがある場合には、防護施設の設置その他の適切な損傷防止
措置が講じられていること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全設備に関する
当条文は該当しない

22 1

燃料体、減速材及び反射材並びに炉心支持構造物の材料は、運
転時における圧力、温度及び放射線につき想定される最も厳しい
条件の下において、必要な物理的及び化学的性質を保持するもの
でなければならない。

申請書添付書類のとおり

2
燃料体、減速材及び反射材並びに炉心支持構造物は、最高使用
圧力、自重、附加荷重その他の燃料体、減速材及び反射材並びに
炉心支持構造物に加わる負荷に耐えられるものでなければならな

申請書添付書類のとおり

3
燃料体、減速材及び反射材並びに炉心支持構造物は、冷却材の
循環その他の要因により生ずる振動により損傷を受けることがない
ように設置されたものでなければならない。

申請書添付書類のとおり

23

試験研究用等原子炉施設には、原子炉容器の材料が中性子照射
を受けることにより著しく劣化するおそれがある場合において、これ
を防止するため、次に掲げるところにより熱遮蔽材が設けられてい
なければならない。

KUCAは臨界実験装置であり、熱遮蔽材に関する本条文は該当し
ない。

1
熱応力による変形により試験研究用等原子炉の安全に支障を及
ぼすおそれがないこと。

KUCAは臨界実験装置であり、熱遮蔽材に関する本条文は該当し
ない。

2
冷却材の循環その他の要因により生ずる振動により損傷を受ける
ことがないこと。

KUCAは臨界実験装置であり、熱遮蔽材に関する本条文は該当し
ない。

（炉心等）

（熱遮蔽材）

（一次冷却材）
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24
一次冷却材は、運転時における圧力、温度及び放射線について想
定される最も厳しい条件の下において、必要な物理的及び化学的
性質を保持するものでなければならない。

KUCAは臨界実験装置であり、一次冷却材は使用しないためは当
条文は該当しない。

25
核燃料物質取扱設備は、次に掲げるところにより設置されていなけ
ればならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の取扱設備
に関する当条文は該当しない

1
通常運転時において取り扱う必要がある燃料体又は使用済燃料
（以下「燃料体等」と総称する。）を取り扱う能力を有するものである

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の取扱設備
に関する当条文は該当しない

2 燃料体等が臨界に達するおそれがないこと。
今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の取扱設備
に関する当条文は該当しない

3
燃料体等の崩壊熱を安全に除去することにより燃料体等が溶融し
ないものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の取扱設備
に関する当条文は該当しない

4 取扱中に燃料体等が破損するおそれがないものであること。
今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の取扱設備
に関する当条文は該当しない

5
燃料体等を封入する容器は、取扱中における衝撃及び熱に耐え、
かつ、容易に破損しないものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の取扱設備
に関する当条文は該当しない

6

前号の容器は、燃料体等を封入した場合に、その表面及び表面か
ら一メートルの距離における線量当量率がそれぞれ原子力規制委
員会の定める線量当量率を超えないものであること。ただし、管理
区域内においてのみ使用されるものについては、この限りでない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の取扱設備
に関する当条文は該当しない

7
燃料体等の取扱中に燃料体等を取り扱うための動力の供給が停
止した場合に、燃料体等を保持する構造を有する機器により燃料
体等の落下を防止できること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の取扱設備
に関する当条文は該当しない

8
次に掲げるところにより燃料取扱場所の放射線量及び温度を測定
できる設備を備えるものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の取扱設備
に関する当条文は該当しない

イ
燃料取扱場所の放射線量の異常を検知し、及び警報を発すること
ができるものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の取扱設備
に関する当条文は該当しない

ロ
崩壊熱を除去する機能の喪失を検知する必要がある場合には、燃
料取扱場所の温度の異常を検知し及び警報を発することができる
ものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の取扱設備
に関する当条文は該当しない

26 1
核燃料物質貯蔵設備は、次に掲げるところにより設置されたもので
なければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の貯蔵設備
に関する当条文は該当しない

1 燃料体等が臨界に達するおそれがないこと。
今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の貯蔵設備
に関する当条文は該当しない

2 燃料体等を貯蔵することができる容量を有すること。
今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の貯蔵設備
に関する当条文は該当しない

3
次に掲げるところにより燃料取扱場所の放射線量及び温度を測定
できる設備を備えるものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の貯蔵設備
に関する当条文は該当しない

（核燃料物質取扱設備）

（核燃料物質貯蔵設備）



20220624 審査会合資料１-２ 参考資料表

第２章以降 9

イ
燃料取扱場所の放射線量の異常を検知し及び警報を発することが
できるものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の貯蔵設備
に関する当条文は該当しない

ロ
崩壊熱を除去する機能の喪失を検知する必要がある場合には、燃
料取扱場所の温度の異常を検知し及び警報を発することができる
ものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の貯蔵設備
に関する当条文は該当しない

2
使用済燃料その他高放射性の燃料体を貯蔵する核燃料物質貯蔵
設備は、前項に定めるところによるほか、次に掲げるところにより設
置されていなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の貯蔵設備
に関する当条文は該当しない

1
使用済燃料その他高放射性の燃料体の被覆が著しく腐食すること
を防止し得るものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の貯蔵設備
に関する当条文は該当しない

2
使用済燃料その他高放射性の燃料体からの放射線に対して適切
な遮蔽能力を有するものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の貯蔵設備
に関する当条文は該当しない

3
使用済燃料その他高放射性の燃料体の崩壊熱を安全に除去し得
るものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の貯蔵設備
に関する当条文は該当しない

4
使用済燃料その他高放射性の燃料体を液体中で貯蔵する場合
は、前号に掲げるところによるほか、次に掲げるところによること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の貯蔵設備
に関する当条文は該当しない

イ 液体があふれ、又は漏えいするおそれがないものであること。
今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の貯蔵設備
に関する当条文は該当しない

ロ
液位を測定でき、かつ、液体の漏えいその他の異常を適切に検知
し得るものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、燃料体の貯蔵設備
に関する当条文は該当しない

27

試験研究用等原子炉施設は、放射性物質を含む一次冷却材（次
条第一項第四号に掲げる設備から排出される放射性物質を含む
流体を含む。）を通常運転時において系統外に排出する場合は、こ
れを安全に廃棄し得るように設置されたものでなければならない。

KUCAは臨界実験装置であり、一次冷却材は使用しないためは当
条文は該当しない。

28 1
試験研究用等原子炉施設には、次に掲げる設備が設けられていな
ければならない。ただし、試験研究用等原子炉の安全を確保する
上で支障がない場合にあっては、この限りでない。

KUCAは臨界実験装置であり、冷却設備は設けていないため当条
文は該当しない。

1
原子炉容器内において発生した熱を除去することができる容量の
冷却材その他の流体を循環させる設備

KUCAは臨界実験装置であり、冷却設備は設けていないため当条
文は該当しない。

2
液体の一次冷却材を用いる試験研究用等原子炉にあっては、運転
時における原子炉容器内の液位を自動的に調整する設備

KUCAは臨界実験装置であり、冷却設備は設けていないため当条
文は該当しない。

3
密閉容器型原子炉（燃料体及び一次冷却材が容器（原子炉格納施
設を除く。）内に密閉されている試験研究用等原子炉をいう。）に
あっては、原子炉容器内の圧力を自動的に調整する設備

KUCAは臨界実験装置であり、冷却設備は設けていないため当条
文は該当しない。

4
一次冷却材に含まれる放射性物質及び不純物の濃度を試験研究
用等原子炉の安全に支障を及ぼさない値以下に保つ設備

KUCAは臨界実験装置であり、冷却設備は設けていないため当条
文は該当しない。

（一次冷却材処理装置）

（冷却設備等）



20220624 審査会合資料１-２ 参考資料表

第２章以降 10

5
試験研究用等原子炉停止時における原子炉容器内の残留熱を除
去する設備

KUCAは臨界実験装置であり、冷却設備は設けていないため当条
文は該当しない。

6
試験研究用等原子炉施設の損壊又は故障その他の異常が発生し
たときに想定される最も厳しい条件の下において原子炉容器内に
おいて発生した熱を除去できる非常用冷却設備

KUCAは臨界実験装置であり、冷却設備は設けていないため当条
文は該当しない。

7
前二号の設備により除去された熱を最終ヒートシンクへ輸送するこ
とができる設備

KUCAは臨界実験装置であり、冷却設備は設けていないため当条
文は該当しない。

2
前項の設備は、冷却材の循環その他の要因により生ずる振動によ
り損傷を受けることがないように設置されたものでなければならな

KUCAは臨界実験装置であり、冷却設備は設けていないため当条
文は該当しない。

3
試験研究用等原子炉施設には、一次冷却系統設備からの一次冷
却材の漏えいを検出する装置が設けられていなければならない。

KUCAは臨界実験装置であり、冷却設備は設けていないため当条
文は該当しない。

29 1

液体の一次冷却材を用いる試験研究用等原子炉施設にあっては、
一次冷却材の流出を伴う異常が発生した場合において原子炉容器
内の液位の過度の低下を防止し、炉心全体を冷却材中に保持する
機能を有する設備は、試験研究用等原子炉施設の損壊又は故障
その他の異常に伴う温度の変化による荷重の増加その他の当該
設備に加わる負荷に耐えるものでなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、冠水に関する当条
文は該当しない

2
試験研究用等原子炉施設のうち、冠水維持設備を設けるものに
あっては、前項に定めるところによるほか、原子炉容器内の設計水
位を確保できるものでなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、冠水に関する当条
文は該当しない

30 1

試験研究用等原子炉施設には、次に掲げる事項を計測する設備
が設けられていなければならない。この場合において、当該事項を
直接計測することが困難な場合は、これを間接的に計測する設備
をもって代えることができる。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、計測設備に関する
当条文は該当しない

1 熱出力及び炉心における中性子束密度
今回の申請は燃料の製作に関するものであり、計測設備に関する
当条文は該当しない

2 炉周期
今回の申請は燃料の製作に関するものであり、計測設備に関する
当条文は該当しない

3 制御棒（固体の制御材をいう。以下同じ。）の位置
今回の申請は燃料の製作に関するものであり、計測設備に関する
当条文は該当しない

4 一次冷却材に関する次の事項
今回の申請は燃料の製作に関するものであり、計測設備に関する
当条文は該当しない

イ 含有する放射性物質及び不純物の濃度
今回の申請は燃料の製作に関するものであり、計測設備に関する
当条文は該当しない

ロ 原子炉容器内における温度、圧力、流量及び液位
今回の申請は燃料の製作に関するものであり、計測設備に関する
当条文は該当しない

（液位の保持等）

（計測設備）
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2

試験研究用等原子炉施設には、設計基準事故が発生した場合の
状況を把握し及び対策を講ずるために必要な試験研究用等原子
炉の停止後の温度、液位その他の試験研究用等原子炉施設の状
態を示す事項（以下「パラメータ」という。）を、設計基準事故時に想
定される環境下において、十分な測定範囲及び期間にわたり監視
し及び記録することができる設備が設けられていなければならな

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、計測設備に関する
当条文は該当しない

31

工場等には、次に掲げる事項を計測する放射線管理施設が設けら
れていなければならない。この場合において、当該事項を直接計測
することが困難な場合は、これを間接的に計測する施設をもって代
えることができる。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、放射線管理施設に
関する当条文は該当しない

1
放射性廃棄物の排気口又はこれに近接する箇所における排気中
の放射性物質の濃

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、放射線管理施設に
関する当条文は該当しない

2
放射性廃棄物の排水口又はこれに近接する箇所における排水中
の放射性物質の濃度

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、放射線管理施設に
関する当条文は該当しない

3
管理区域における外部放射線に係る原子力規制委員会の定める
線量当量及び空気中の放射性物質の濃度

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、放射線管理施設に
関する当条文は該当しない

32
試験研究用等原子炉施設には、次に掲げるところにより安全保護
回路が設けられていなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全保護回路に関
する当条文は該当しない

1

運転時の異常な過渡変化が発生する場合又は地震の発生により
試験研究用等原子炉の運転に支障が生ずる場合において、原子
炉停止系統その他系統と併せて機能することにより、燃料の許容
設計限界を超えないようにできるものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全保護回路に関
する当条文は該当しない

2

試験研究用等原子炉施設の損壊又は故障その他の異常により多
量の放射性物質が漏えいするおそれがある場合において、これを
抑制し又は防止するための設備を速やかに作動させる必要がある
ときは、当該設備の作動を速やかに、かつ、自動的に開始させるも

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全保護回路に関
する当条文は該当しない

3

安全保護回路を構成する機械若しくは器具又はチャンネルは、単
一故障が起きた場合又は使用状態からの単一の取り外しを行った
場合において、安全保護機能を失わないよう、多重性又は多様性
を確保するものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全保護回路に関
する当条文は該当しない

4
安全保護回路を構成するチャンネルは、それぞれ互いに分離し、そ
れぞれのチャンネル間において安全保護機能を失わないように独
立性を確保するものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全保護回路に関
する当条文は該当しない

（放射線管理施設）

（安全保護回路）
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5

駆動源の喪失、系統の遮断その他の試験研究用等原子炉の運転
に重要な影響を及ぼす事象が発生した場合においても、試験研究
用等原子炉施設への影響が緩和される状態に移行し、又は当該事
象が進展しない状態を維持することにより、試験研究用等原子炉
施設の安全上支障がない状態を維持できるものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全保護回路に関
する当条文は該当しない

6
不正アクセス行為その他の電子計算機に使用目的に沿うべき動作
をさせず、又は使用目的に反する動作をさせる行為による被害を
防止するために必要な措置が講じられているものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全保護回路に関
する当条文は該当しない

7
計測制御系統施設の一部を安全保護回路と共用する場合におい
て、その安全保護機能を失わないよう、計測制御系統施設から機
能的に分離されたものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全保護回路に関
する当条文は該当しない

8
試験研究用等原子炉の安全を確保する上で必要な場合には、運
転条件に応じてその作動設定値を変更できるものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、安全保護回路に関
する当条文は該当しない

33 1
試験研究用等原子炉施設には、通常運転時において、燃料の許
容設計限界を超えることがないように反応度を制御できるよう、次
に掲げるところにより反応度制御系統が設けられていなければなら

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

1
通常運転時に予想される温度変化、キセノンの濃度変化、実験物
（試験炉許可基準規則第十九条第一号に規定する実験物をいう。
以下同じ。）の移動その他の要因による反応度変化を制御できるも

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

2 制御棒を用いる場合にあっては、次のとおりとすること。
今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

イ 炉心からの飛び出し又は落下を防止するものであること。
今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

ロ
当該制御棒の反応度添加率は、原子炉停止系統の停止能力と併
せて、想定される制御棒の異常な引き抜きが発生しても、燃料の許
容設計限界を超えないものであること。

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

2
試験研究用等原子炉施設には、次に掲げるところにより原子炉停
止系統が設けられていなければならない。

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

1
制御棒その他の反応度を制御する設備による二以上の独立した系
統を有するものであること。ただし、当該系統が制御棒のみから構
成される場合であって、次に掲げるときは、この限りでない。

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

イ
試験研究用等原子炉を未臨界に移行することができ、かつ、未臨
界を維持することができる制御棒の数に比し当該系統の能力に十
分な余裕があるとき。

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

ロ 原子炉固有の出力抑制特性が優れているとき。
今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

（反応度制御系統及び原子炉停止系統）
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2

運転時において、原子炉停止系統のうち少なくとも一つは、燃料の
許容設計限界を超えることなく試験研究用等原子炉を未臨界に移
行することができ、かつ、少なくとも一つは、低温状態において未臨
界を維持できるものであること。

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

3

試験研究用等原子炉施設の損壊又は故障その他の異常が発生し
た場合において、原子炉停止系統のうち少なくとも一つは、速やか
に試験研究用等原子炉を未臨界に移行することができ、かつ、少
なくとも一つは、低温状態において未臨界を維持できるものである

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

4
制御棒を用いる場合にあっては、一本の制御棒が固着した場合に
おいても、前二号の機能を有するものであること。

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

3
制御材は、運転時における圧力、温度及び放射線について想定さ
れる最も厳しい条件の下において、必要な物理的及び化学的性質
を保持するものでなければならない。

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

4
制御材を駆動する設備は、次に掲げるところによるものでなければ
ならない。

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

1
試験研究用等原子炉の特性に適合した速度で制御材を駆動し得
るものであること。

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

2
制御材を駆動するための動力の供給が停止した場合に、制御材が
反応度を増加させる方向に動かないものであること。

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

3
制御棒の落下その他の衝撃により燃料体、制御棒その他の設備を
損壊することがないものであること。

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

5

制御棒の最大反応度価値及び反応度添加率は、想定される反応
度投入事象（試験研究用等原子炉に反応度が異常に投入される
事象をいう。第六十四条第五項において同じ。）に対して炉心冠水
維持バウンダリを破損せず、かつ、炉心の冷却機能を損なうような
炉心又は炉心支持構造物の損壊を起こさないものでなければなら

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

6

原子炉停止系統は、反応度制御系統と共用する場合には、反応度
制御系統を構成する設備の故障が発生した場合においても通常運
転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に試験研
究用等原子炉を未臨界に移行することができ、かつ、低温状態に
おいて未臨界を維持できるものでなければならない。

今回の申請は燃料の製作に限定する申請であり、反応度制御系、
原子炉停止系統に関する当条文は該当しない

34 1
試験研究用等原子炉施設には、原子炉制御室が設けられていな
ければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、制御室に関する当
条文は該当しない

2

原子炉制御室は、試験研究用等原子炉の運転状態を表示する装
置、試験研究用等原子炉の安全を確保するための設備を操作する
装置、異常を表示する警報装置その他の試験研究用等原子炉の
安全を確保するための主要な装置が集中し、かつ、誤操作すること
なく適切に運転操作することができるよう設置されたものでなけれ

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、制御室に関する当
条文は該当しない

（原子炉制御室等）
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3
原子炉制御室は、従事者が設計基準事故時に容易に避難できる
構造でなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、制御室に関する当
条文は該当しない

4

原子炉制御室及びこれに連絡する通路は、試験研究用等原子炉
施設の損壊又は故障その他の異常が発生した場合において、試
験研究用等原子炉の運転の停止その他の試験研究用等原子炉施
設の安全性を確保するための措置をとるため、従事者が支障なく
原子炉制御室に入り、かつ、一定期間とどまることができるように、
遮蔽設備の設置その他の適切な放射線防護措置が講じられたも

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、制御室に関する当
条文は該当しない

5

試験研究用等原子炉施設には、火災その他の要因により原子炉
制御室が使用できない場合に、原子炉制御室以外の場所から試
験研究用等原子炉の運転を停止し、かつ、安全な状態を維持する
ことができる設備が設けられていなければならない。ただし、試験
研究用等原子炉の安全を確保する上で支障がない場合にあって

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、制御室に関する当
条文は該当しない

35 1
工場等には、次に掲げるところにより放射性廃棄物を廃棄する設
備（放射性廃棄物を保管廃棄する設備を除く。）が設けられていな
ければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、廃棄物処理設備に
関する当条文は該当しない

1

周辺監視区域の外の空気中及び周辺監視区域の境界における水
中の放射性物質の濃度が、それぞれ原子力規制委員会の定める
濃度限度を超えないように、試験研究用等原子炉施設において発
生する放射性廃棄物を廃棄する能力を有するものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、廃棄物処理設備に
関する当条文は該当しない

2

放射性廃棄物以外の廃棄物を廃棄する設備と区別すること。ただ
し、放射性廃棄物以外の流体状の廃棄物を流体状の放射性廃棄
物を廃棄する設備に導く場合において、流体状の放射性廃棄物が
放射性廃棄物以外の流体状の廃棄物を取り扱う設備に逆流する
おそれがないときは、この限りでない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、廃棄物処理設備に
関する当条文は該当しない

3
放射性廃棄物に含まれる化学薬品の影響その他の要因により著し
く腐食するおそれがないものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、廃棄物処理設備に
関する当条文は該当しない

4
気体状の放射性廃棄物を廃棄する設備は、排気口以外の箇所に
おいて気体状の放射性廃棄物を排出することがないものであるこ

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、廃棄物処理設備に
関する当条文は該当しない

5
気体状の放射性廃棄物を廃棄する設備にろ過装置を設ける場合
にあっては、ろ過装置の放射性物質による汚染の除去又はろ過装
置の取替えが容易な構造であること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、廃棄物処理設備に
関する当条文は該当しない

6
液体状の放射性廃棄物を廃棄する設備は、排水口以外の箇所に
おいて液体状の放射性廃棄物を排出することがないものであるこ

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、廃棄物処理設備に
関する当条文は該当しない

7
固体状の放射性廃棄物を廃棄する設備は、放射性廃棄物を廃棄
する過程において放射性物質が散逸し難いものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、廃棄物処理設備に
関する当条文は該当しない

（廃棄物処理設備）
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2

液体状の放射性廃棄物を廃棄する設備（液体状の放射性廃棄物
を保管廃棄する設備を除く。以下この項において同じ。）が設置さ
れる施設（液体状の放射性廃棄物の漏えいが拡大するおそれがあ
る部分に限る。）は、次に掲げるところにより設置されていなければ

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、廃棄物処理設備に
関する当条文は該当しない

1
施設内部の床面及び壁面は、液体状の放射性廃棄物が漏えいし
難いものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、廃棄物処理設備に
関する当条文は該当しない

2

施設内部の床面は、床面の傾斜又は床面に設けられた溝の傾斜
により液体状の放射性廃棄物がその受け口に導かれる構造であ
り、かつ、液体状の放射性廃棄物を廃棄する設備の周辺部には、
液体状の放射性廃棄物の漏えいの拡大を防止するための堰せき

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、廃棄物処理設備に
関する当条文は該当しない

3

施設外に通ずる出入口又はその周辺部には、液体状の放射性廃
棄物が施設外へ漏えいすることを防止するための堰せきが設けら
れていること。ただし、施設内部の床面が隣接する施設の床面又
は地表面より低い場合であって液体状の放射性廃棄物が施設外
へ漏えいするおそれがないときは、この限りでない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、廃棄物処理設備に
関する当条文は該当しない

36 1
放射性廃棄物を保管廃棄する設備は、次に掲げるところによるもの
でなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、保管廃棄設備に関
する当条文は該当しない

1
通常運転時に発生する放射性廃棄物を保管廃棄する容量を有す
ること

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、保管廃棄設備に関
する当条文は該当しない

2 放射性廃棄物が漏えいし難い構造であること。
今回の申請は燃料の製作に関するものであり、保管廃棄設備に関
する当条文は該当しない

3
崩壊熱及び放射線の照射により発生する熱に耐え、かつ、放射性
廃棄物に含まれる化学薬品の影響その他の要因により著しく腐食
するおそれがないこと。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、保管廃棄設備に関
する当条文は該当しない

2
固体状の放射性廃棄物を保管廃棄する設備が設置される施設は、
放射性廃棄物による汚染が広がらないように設置されたものでな
ければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、保管廃棄設備に関
する当条文は該当しない

3
前条第二項の規定は、流体状の放射性廃棄物を保管廃棄する設
備が設置されている施設について準用する。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、保管廃棄設備に関
する当条文は該当しない

37
試験研究用等原子炉施設には、次に掲げるところにより、原子炉
格納施設が設けられていなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、原子炉格納施設に
関する当条文は該当しない

1
通常運転時に、その内部を負圧状態に維持し得るものであり、か
つ、所定の漏えい率を超えることがないものであること。ただし、公
衆に放射線障害を及ぼすおそれがない場合にあっては、この限り

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、原子炉格納施設に
関する当条文は該当しない

（保管廃棄設備）

（原子炉格納施設）
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2

設計基準事故時において、公衆に放射線障害を及ぼさないように
するため、原子炉格納施設から放出される放射性物質を低減する
ものであること。ただし、公衆に放射線障害を及ぼすおそれがない
場合にあっては、この限りでない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、原子炉格納施設に
関する当条文は該当しない

38
試験研究用等原子炉施設に設置される実験設備等（試験炉許可
基準規則第二十九条に規定する実験設備等をいう。以下この条に
おいて同じ。）は、次に掲げるものでなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、実験設備に関する
当条文は該当しない

1
実験設備等の損傷その他の実験設備等の異常が発生した場合に
おいても、試験研究用等原子炉の安全性を損なうおそれがないも
のであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、実験設備に関する
当条文は該当しない

2
実験物の移動又は状態の変化が生じた場合においても、運転中の
試験研究用等原子炉に反応度が異常に投入されないものであるこ

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、実験設備に関する
当条文は該当しない

3
放射線又は放射性物質の著しい漏えいのおそれがないものである
こと。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、実験設備に関する
当条文は該当しない

4

試験研究用等原子炉施設の健全性を確保するために実験設備等
の動作状況、異常の発生状況、周辺の環境の状況その他の試験
研究用等原子炉の安全上必要なパラメータを原子炉制御室に表示
できるものであること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、実験設備に関する
当条文は該当しない

5
実験設備等が設置されている場所は、原子炉制御室と相互に連絡
することができる場所であること。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、実験設備に関する
当条文は該当しない

39

中出力炉又は高出力炉に係る試験研究用等原子炉施設は、発生
頻度が設計基準事故より低い事故であって、当該試験研究用等原
子炉施設から多量の放射性物質又は放射線を放出するおそれが
あるものが発生した場合において、当該事故の拡大を防止するた
めに必要な措置が講じられたものでなければならない。

KUCAは臨界実験装置であり、中出力炉、高出力炉には該当しな
い。

40 1

試験研究用等原子炉施設には、外部電源系統からの電気の供給
が停止した場合において、試験研究用等原子炉施設の安全を確保
し必要な設備の機能を維持するために、内燃機関を原動力とする
発電設備又はこれと同等以上の機能を有する非常用電源設備が
設けられていなければならない。ただし、試験研究用等原子炉施設
の安全を確保する上で支障がない場合にあっては、この限りでな

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、保安電源設備に関
する当条文は該当しない

2
試験研究用等原子炉の安全を確保する上で特に必要な設備は、
無停電電源装置又はこれと同等以上の機能を有する設備に接続さ
れているものでなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、保安電源設備に関
する当条文は該当しない

（実験設備等）

（多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止）

（保安電源設備）
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3

試験研究用等原子炉施設には、必要に応じ、全交流動力電源喪失
時に試験研究用等原子炉を安全に停止し、又はパラメータを監視
する設備の動作に必要な容量を有する蓄電池その他の非常用電
源設備が設けられていなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、保安電源設備に関
する当条文は該当しない

41

試験研究用等原子炉施設には、その設備の機能の喪失、誤操作
その他の要因により試験研究用等原子炉の安全を著しく損なうお
それが生じたとき、第三十一条第一号の放射性物質の濃度若しく
は同条第三号の線量当量が著しく上昇したとき又は液体状の放射
性廃棄物を廃棄する設備から液体状の放射性廃棄物が著しく漏え
いするおそれが生じたときに、これらを確実に検知して速やかに警
報する装置が設けられていなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、警報装置に関する
当条文は該当しない

42 1
工場等には、設計基準事故が発生した場合において工場等内の
人に対し必要な指示ができるよう、通信連絡設備が設けられていな
ければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、通信連絡設備に関
する当条文は該当しない

2

工場等には、設計基準事故が発生した場合において当該試験研
究用等原子炉施設外の通信連絡をする必要がある場所と通信連
絡ができるよう、多重性又は多様性を確保した通信回線が設けら
れていなければならない。

今回の申請は燃料の製作に関するものであり、通信連絡設備に関
する当条文は該当しない

本章は該当しない。

本章は該当しない。

本章は該当しない。第５章 ナトリウム冷却型高速炉に係る試験研究用等原子炉施設

（警報装置）

（通信連絡設備等）

第３章 研究開発段階原子炉に係る試験研究用等原子炉施設

第４章 ガス冷却型原子炉に係る試験研究用等原子炉施設



京都大学複合原子力科学研究所の原子炉施設 
［京都大学臨界実験装置（ＫＵＣＡ）］の変更に係る 

設計及び工事の計画の承認申請書 
 
 

（KUCA軽水減速炉心用低濃縮燃料要素の製作） 
（KUCA固体減速炉心用低濃縮燃料要素の製作） 

京都大学複合原子力科学研究所 
 

2023年1月30日 

1 

資料３ 







4 

個別申請について 

軽水炉心低濃縮化 固体炉心低濃縮化 トリウム貯蔵庫追加 

これら３つは設置変更承認申請書において 
その範囲が明確に分離できる 

3本の個別申請で設置変更承認の全ての範囲がカバーできていて、
かつ、相互に分離できていて排他的な関係にあること 

初回に申請した、軽水減速炉心用低濃縮燃料要素の製作と 
固体減速炉心用低濃縮燃料要素の製作、それぞれの設工認申請を 
軽水減速炉心の低濃縮化（燃料要素製作と炉心設計の分割申請）と 
固体減速炉心の低濃縮化（燃料要素製作と炉心設計の分割申請）とする。 
さらに、それぞれは個別に申請を行う。 

参考資料３ 参照 

参考資料３ 参照 



KUCA低濃縮化に向けた設工認の分割申請 

5 

試験炉規則第３条第３項 
 設計及び工事の計画の全部につき一時に法第二十七条第一項の規定による
認可を申請することができないときは、分割して認可を申請することができる。こ
の場合において、申請書に当該申請に係る部分以外の設計及び工事の計画の
概要並びに設計及び工事の計画の全部につき一時に申請することができない理
由を記載した書類を添付しなければならない。 

軽水 ： 燃料製作に関する設工認 ＋ 炉心に関する設工認 

固体 ： 燃料製作に関する設工認 ＋ 炉心に関する設工認 

第１分割申請（本申請）（２本） 第２分割申請分（２本） 

（製造は２回に分けて実施） 

（製造は３回に分けて実施） 

当該申請に係る部分以外の設計及び工事の計画の概要 

工事等は行わない 
低濃縮炉心に関する 
性能検査 

燃料の製作 
各種検査 

合わせて、一時に申請することができない理由を添付する 

設工認の全部が設置変更承認の範囲と整合することを説明する 
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補正申請に関するまとめ 

上記の説明を加えて補正申請を行う 

早期の運転再開を目指し、一部使用承認を要望する 

個別申請 

分割申請 

軽水炉心低濃縮化、固体炉心低濃縮化、トリウム貯蔵庫追加の３本の個別
申請とする。補正申請では、3本の個別申請で設置変更承認の全ての範囲

がカバーできていて、かつ、相互に分離できていて排他的な関係にあること
を説明する。 

軽水炉心、固体炉心ともに、燃料製作に関する設工認と炉心に関する設工認
を分割申請とする。補正申請では、試験炉規則に則り、当該申請に係る部分
以外の設計及び工事の計画の概要と一時に申請することができない理由を
添付する。これに併せて、設工認の全部が設置変更承認の範囲と整合するこ
とを説明する。 
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本文 
5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 
ハ.原子炉本体の構造及び設備 
(1)炉心 
(ii)燃料体の最大挿入量 
低濃縮ウラン炉心 
固体減速炉心 
軽水減速炉心 
 
(iii)主要な核的制限値 
固体減速炉心 
軽水減速炉心 
 
(2)燃料体 
(ⅰ)燃料材の種類 
固体減速炉心用 
軽水減速炉心用 
 
(ⅱ)被覆材の種類 
固体減速炉心用 
軽水減速炉心用 
 
(ⅲ)燃料要素の構造 
固体減速炉心用 
軽水減速炉心用 
 
ニ. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の構造及び設備 
(2) 核燃料物質貯蔵設備の構造及び貯蔵能力 
トリウム貯蔵庫の記載 

添付書類八 
8-2 原子炉本体の構造及び設備 
8-2-1 炉心 
8-2-1-2 燃料体の最大挿入量 
8-2-1-2-2低濃縮ウラン炉心 
(1)固体減速炉心 
(2)軽水減速炉心 
 
8-2-1-3 主要な核的制限値 
8-2-1-3-2低濃縮ウラン炉心 
固体減速炉心 
軽水減速炉心 
 
8-2-2燃料体 
8-2-2-1 燃料材の種類 
8-2-2-1-2低濃縮ウラン炉心 
固体減速炉心用 
軽水減速炉心用 
 
8-2-2-2被覆材の種類 
8-2-2-2-2低濃縮ウラン炉心 
固体減速炉心用 
軽水減速炉心用 
 
8-2-2-3 燃料要素の構造 
8-2-2-3-2低濃縮ウラン炉心 
(1)固体減速炉心用 
(2)軽水減速炉心用 
 
添付書類八 
8-3 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の構造及び設備 
8-3-2 核燃料物質貯蔵施設の構造及び貯蔵能力 
トリウム貯蔵庫の記載 

参考資料３ 
設置変更承認申請書の記載（2022.4.28付、新規承認箇所） 

固体減速炉心 軽水減速炉心 トリウム貯蔵庫 の３点について、設置変更承認申請書内にお
いて、それぞれ個別の説明がなされており、範囲を明確に分離することが可能である。 



京都大学複合原子力科学研究所の原子炉施設 
［京都大学臨界実験装置（ＫＵＣＡ）］の変更に係る 

設計及び工事の計画の承認申請書 
 
 

（KUCA軽水減速炉心用低濃縮燃料要素の製作） 
（KUCA固体減速炉心用低濃縮燃料要素の製作） 

京都大学複合原子力科学研究所 
 

2023年3月14日 

1 

資料 2 



資料の内容 

2 

1. 前々回の審査会合での質問に関する回答   ・・・・・・・・・・３ 
 

2. 補正申請での変更点      ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 
 

3. 新しく追加した技術基準規則への適合性についての説明 ・・・・・・・・・・３４ 
 

4. 技術基準規則との対応表について  ・・・・・・・・・・・・・・・・・４１ 

本資料における赤字は、補正申請書における当初申請からの変更点 
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１．前々回の審査会合での 
質問に関する回答 





審査会合での質問 
質問①とその回答 

5 
詳細スケジュールについては、次ページのとおり 

令和４年４月２８日に承認した設置変更承認の後段規制全体のスケジュー
ルの確認の観点から、低濃縮燃料要素の製作に加えて、低濃縮燃料要素
を用いた炉心の運転開始までに予定している許認可申請（設工認、保安
規定、使用前確認等）について全体計画を説明すること。 

低濃縮燃料を用いた炉心による運転再開まで 

保安規定変更承認申請 低濃縮炉心に関する保安規定の改定 

軽水 ： 燃料製作に関する設工認 ＋ 炉心に関する設工認 

固体 ： 燃料製作に関する設工認 ＋ 炉心に関する設工認 

第１分割申請（本申請）（２本） 第２分割申請分（２本） 

 

 
工事等は行わない 
低濃縮炉心に関する 
性能検査 

燃料の製作 
各種検査 

トリウム貯蔵庫に
関する設工認申請 ＋ 





質問②とその回答 
技術基準規則第２２条（炉心等）の第１項、第２項について、申請書の添
付においては、被覆材の附加荷重及び自重の応力評価しか説明されて
いない。例えば、STACYの設工認では、燃料の設計条件として最高使用

圧力及び最高使用温度を申請書の本文に記載した上で、添付の説明書
で運転時の圧力、温度、放射線、荷重等の説明がなされていることから、
STACYの設工認を参考に、これらについて説明すること。 
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軽水申請書： 
3.1 設計条件 
3.1.3 最高使用圧力、最高使用温度 
最高使用圧力 ： 常圧 
最高使用温度 ： 90℃ 
固体申請書： 
3.1 設計条件 
3.1.3 最高使用圧力、最高使用温度 
最高使用圧力 ： 常圧 
最高使用温度 ： 90℃ 

回答 
申請書本文に、最高使用圧力、最高使用温度を追記した（下記赤字部分）。 

補正申請書 
本文記載 





②の回答についての説明（軽水） 

9 

軽水第１項 
 軽水減速炉心における最大熱出力は100Wで放射線の影響は低く、また、最高使用圧
力は常圧、最高使用温度は90℃（運転時の異常な過渡変化での温度上昇は最大でも約
2℃以下）と低い。そのため、評価計算書Aに示したとおり、圧力は常圧で使用し温度上昇
が僅かなため影響はない。温度については、初期値25℃から温度上昇が2℃以下と低い
ため、異常をもたらすような熱応力、ブリスタ（400℃を超えないことが基準）は発生しな
い。放射線については、照射によるスウェリングでの体積増加率dV/Vは と小さ
く影響はない。なお、使用する被覆材も、これまでKUCAで約45年間使用していたものとほ

ぼ同じアルミニウム合金であり、使用条件も変わらないため腐食のおそれはない。以上
のことから、運転時においても、物理的および化学的性質を保持できるものである。な
お、材料検査、外観検査及び寸法検査を実施し、適切な材料及び構造であることを確認
する。 

申請書添付の適合性への説明書：第２２条の説明を修正した。 
なお、第３項の説明は変更なし 
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固体第１項 
 固体減速炉心における最大熱出力は100Wで放射線の影響は低く、また、最高使用
圧力は常圧、最高使用温度は90℃（運転時の異常な過渡変化での温度上昇は最大で
も49.3℃）と低い。そのため、評価計算書Cに示したとおり、 圧力は常圧で使用し温度上
昇が僅かなため影響はない。温度については、初期値25℃から温度上昇が最大49.3℃
と低いため、異常をもたらすような被覆材への影響、ブリスタ（400℃を超えないことが基

準以下）は発生しないため、影響はなし。放射線については、照射によるスウェリングで
の体積増加率dV/Vは と小さく、影響はない。なお、使用する被覆材も、これま
でKUCAで約45年間使用していたものとほぼ同じアルミニウム合金であり、使用条件も

変わらないため腐食のおそれはない。以上のことから、運転時においても、物理的およ
び化学的性質を保持できるものである。 
 なお、材料検査、外観検査及び寸法検査を実施し、適切な材料及び構造であることを
確認する。 

申請書添付の適合性への説明書：第２２条の説明を修正した。 
なお、第３項の説明は変更なし 

②の回答についての説明（固体） 





質問③とその回答 

第２１条（安全設備）第３項（想定される全ての環境条件における
機能の発揮）については、補正申請において説明を追加すること。 
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第２１条（安全設備） 
３ 安全設備は、設計基準事故時及び設計基準事故に至るまでの間に
想定される全ての環境条件において、その機能を発揮することができる
ものであること。 

回答：補正申請において第２１条の説明を追加する 

適合性の説明：低濃縮燃料要素を用いた炉心の通常運転時、運転時の異
常な過渡変化時及び設計基準事故時において、影響を与えうると想定され
る環境条件としては、当該燃料要素の温度上昇がある。当該燃料要素にお
ける初期値25℃からの温度上昇の最大値は、軽水減速炉心も含めて、固
体減速炉心での運転時の異常な過渡変化における49.3℃（最大値74.3℃）
であり、温度上昇の影響を受けることはない。 
（評価計算書F参照） 





質問⑤とその回答 

輸送時において燃料要素が変形あるいは破損する可能性などが考えら
れるが、事業所到着後に検査項目がない理由について説明すること。 
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回答：前々回審査会合では、自主検査を計画している旨を説明したが、その後の京
大内での議論の結果、使用事業者検査に到着後の外観検査を含めることとする。 

軽水、固体ともに、設工認申請書に下記文章を追加した。 
（併せて申請書図－２もそれぞれ変更） 
 
 
4.2.1.3 燃料要素検査 
外観検査２ 
燃料要素に有害な傷、異物及び著しい汚れがないことを目視により確認する。 
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２．補正申請での変更点 
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補正の内容（軽水・固体共通） 

・分割申請（工事の全体の概要と一時に申請できない理由） 
 
・製作枚数の記載の変更 
 
・工事の方法および手順の記載の適正化 
 
・検査項目の追加 
 
・技術基準規則への適合性の説明条項の追加と削除 



KUCA低濃縮化に向けた全体計画の概要 
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KUCAの設置変更承認申請にて承認された低濃縮炉心での運転に向けて、 

低濃縮燃料の製作を行い、それを用いた炉心が設置許可に記載された 
内容と整合しているかどうかを確認するため、低濃縮燃料炉心に対する 
確認を行う必要がある。 

そのため今回の申請である低濃縮燃料の製作に加えて、低濃縮燃料炉心に 
関する設工認も行う必要がある。 
 燃料の製作には、軽水減速炉心用と固体減速炉心用の２種類の 
燃料要素を製作する。そのため、低濃縮炉心に関する設工認についても 
２種類の炉心に対して申請を行う予定である。 

低濃縮燃料の製作（今回：第１分割申請）：軽水減速炉心＋固体減速炉心 
低濃縮燃料炉心（次回：第２分割申請）    ：軽水減速炉心＋固体減速炉心 

KUCA低濃縮炉心への運転に向け、設置変更承認申請における記載と整合しているか 
どうかを確認するとともに、許可基準規則への適合性の確認を行った項目について、 
設工認申請において技術基準規則と適合しているかどうかを確認する。 



KUCA低濃縮化に向けた設工認の分割申請 
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試験炉規則第３条第３項 
 設計及び工事の計画の全部につき一時に法第二十七条第一項の規定による
認可を申請することができないときは、分割して認可を申請することができる。こ
の場合において、申請書に当該申請に係る部分以外の設計及び工事の計画の
概要並びに設計及び工事の計画の全部につき一時に申請することができない理
由を記載した書類を添付しなければならない。 

軽水 ： 燃料製作に関する設工認 ＋ 炉心に関する設工認 

固体 ： 燃料製作に関する設工認 ＋ 炉心に関する設工認 

第１分割申請（本申請）（２本） 第２分割申請分（２本） 

 

 

当該申請に係る部分以外の設計及び工事の計画の概要 



20 

5. ハ(1) (iii)  
・主な核的制限値 
過剰反応度      ：固体 0.35%∆k/k以下 
   ：軽水 0.5%∆k/k以下 
反応度温度係数  ：固体・軽水 2×10-4∆k/k/℃以下 
減速材対燃料の割合 ：固体・軽水 H/U-235の原子数比 4.0×102以下 
 
5. ハ(1) (iv)  
・主な熱的制限値 
使用温度 
減速材及び反射材  ： 軽水 80℃以下 

炉心性能にかかる設置承認内容と設工認申請の概要 

炉心の設工認申請においては、工事を実施しない。 
検査においては、適切な代表的炉心を選定し、上記の設計条件を 
満たすことを性能検査等において確認する。 

設置変更承認申請書での記載例 

その他、制御棒（添加率含む）、中心架台、ダンプ弁に関する反応度制御能力、 
および炉心構成に関する制限 



一時に申請することができない理由 
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 燃料の製作からそれを輸送し保管するまでを本分割申請の範囲とする。 
本燃料要素の製作は海外にて行う予定であり、製造会社の工程スケジュール
や、輸送に係るコスト、また、国際情勢などによる輸送の不確実性を最小化する
ために、出来る限り早くに製作に取り掛かり、その輸送準備を行う必要がある。 
 そのため、燃料の製作に係る部分のみを先に分割申請する。 
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第１分割申請 
軽水減速炉心用低濃縮燃料の製作 

の変更箇所 





燃料要素の仕様 

設計仕様（申請書記載内容） 

(2) ウラン密度 
    
 
(3) 数量 

製作数 （ただしU-235量は 以下） 
  
 
・その他 

燃料要素1枚毎にID刻印を行う。 
刻印の位置は燃料芯材部以外とする。 
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正確な燃料製作数を記載
するため 





試験・検査項目（申請書記載内容） 

3.  燃料要素検査 
(1) 燃料芯材位置寸法検査 
  加工メーカのX線透過試験結果記録等に基づき、燃料芯材の位置と寸法が所定 
  の範囲であることを確認する。 
(2) ウラン密度検査 
  加工メーカの試験結果記録等に基づき、燃料要素中のウラン密度が所定の範囲 
  であることを確認する。 
(3) 燃料要素寸法検査 
  燃料要素の寸法が所定の範囲であることを確認する。 
(4) 被覆材厚さ検査 
  加工メーカの試験結果記録等に基づき、製造バッチ毎に１枚の燃料要素を選び、 
  破壊検査によって、被覆材の厚さが所定の範囲であることを確認する。 
(5) 外観検査 
  燃料要素に有害な傷、異物及び著しい汚れがないことを目視により確認する。 
(6) 刻印検査 
  刻印が所定の位置にあることを確認する。 
(7) 員数検査 
  製作された燃料要素が、 であることとU-235量 
  の合計が 以下であることを確認する。 
(8) 外観検査2 
  燃料要素に有害な傷、異物及び著しい汚れがないことを目視により確認する。 
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構造、強度及び漏えいの確認に係る検査 

輸送毎の正確な燃料製作
数を記載するため 

到着後に損傷等がないこと
を確認するため 



機能及び性能の確認に関する検査 

試験・検査項目（申請書記載内容） 

該当なし 

本申請に係る工事が本申請書に従って行われたものであることの確認に係る検査 

1.  設計変更の生じた構築物等に対する適合性確認結果の検査（適合性確認検査） 
  設計変更の生じた構築物について、本申請書の「設計及び工事の方法」に従って 
  行われ、下記の技術基準規則への適合性が確認されていることを、記録等により 
  確認する。 
    地震による損傷の防止（第6条）  
    外部からの衝撃による損傷の防止（第8条） 
    機能の確認等（第11条） 
    安全設備（第21条） 
    炉心等（第22条） 
    核燃料物質貯蔵設備（第26条） 
  
2.  品質マネジメントシステムに係る検査（品質マネジメントシステム検査） 
  本申請書の「設計及び工事に係る品質マネジメントシステム」に記載した「品質マネ 
  ジメント計画書」に従って、工事及び検査に係る保安活動が行われていることを、 
  記録等により確認する。 
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既承認の設工認にて適合 
既承認の設工認にて適合 

全ての環境条件において機能を発揮する必要があるため 

燃料を貯蔵する必要があるため 
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第１分割申請 
固体減速炉心用低濃縮燃料の製作 

の変更箇所 





設計仕様（申請書記載内容） 
燃料要素の仕様 

(1) 寸法 
1) 燃料要素寸法（被覆を含む） 

   
 
2) 被覆材厚さ 

 
 
(2) 数量 

製作数 （ただしU-235量 以下） 
  
 
・その他 

燃料要素1枚毎にID刻印を行う。 
刻印の位置は燃料芯材部以外とする。 
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正確な燃料製作数を記載
するため 







機能及び性能の確認に関する検査 

試験・検査項目（申請書記載内容） 

該当なし 

本申請に係る工事が本申請書に従って行われたものであることの確認に係る検査 
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1.  設計変更の生じた構築物等に対する適合性確認結果の検査（適合性確認検査） 
  設計変更の生じた構築物について、本申請書の「設計及び工事の方法」に従って 
  行われ、下記の技術基準規則への適合性が確認されていることを、記録等により 
  確認する。 
    地震による損傷の防止（第6条）  
    外部からの衝撃による損傷の防止（第8条） 
    機能の確認等（第11条） 
    安全設備（第21条） 
    炉心等（第22条） 
    核燃料物質貯蔵設備（第26条） 
  
2.  品質マネジメントシステムに係る検査（品質マネジメントシステム検査） 
  本申請書の「設計及び工事に係る品質マネジメントシステム」に記載した「品質マネ 
  ジメント計画書」に従って、工事及び検査に係る保安活動が行われていることを、 
  記録等により確認する。 

既承認の設工認にて適合 
既承認の設工認にて適合 

全ての環境条件において機能を発揮する必要があるため 

燃料を貯蔵する必要があるため 
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3. 新しく追加した技術基準規則への 
適合性についての説明 

核燃料物質貯蔵設備（第26条） 
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8-3-2 核燃料物質貯蔵施設の構造及び貯蔵能力 
 バードケージは、物理的に収納可能な最大枚数までウランの燃料要素を収納し、かつ、
その状態のバードケージが完全に水没した状態で無限に隣接、又はトリウム貯蔵庫に隣
接しても臨界に達するおそれはない構造とする。 
 ウランの燃料要素は、バードケージに収納して保管する。バードケージは、燃料要素収納
部の周りに枠が取り付けられており、バードケージ同士を隣接させた場合であっても、燃料
要素収納部間に十分な隔離距離がとれる構造となっている。バードケージには、ウランの
燃料要素の種類毎に収納可能な枚数を定め、かつ、反射材、減速材及びトリウム貯蔵庫
と隔離して貯蔵することで、実効増倍率𝑘𝑘eff = 0.95未満の未臨界を確実に担保するものと

する。また、バードケージを納める燃料棚は、バードケージ毎に十分な隔離距離を設け、臨
界に達するおそれのない配置とする。 

核燃料物質貯蔵設備（設置変更承認申請書の記載（一部）） 
許可との整合性 

詳細は技術基準規則第２６条第１項の整合性に関する説明 

既設の燃料貯蔵棚は、保管できるバードケージが有限で、 
浸水のおそれのない にある。 

臨界計算では、設置変更承認申請書に記載されているように、 
より保守的に、バードケージが水没した状態で無限に隣接した条件で評価を実施 
（乾燥系空気の水分含有率の条件として0.1～2％程度の範囲では影響は小さい） 







（３） 計算結果 
 その結果は、以下のとおりである。 
 
固体減速炉心用燃料要素： 0.46645±0.00034 
軽水減速炉心用燃料要素： 0.52072±0.00036 
 
実効増倍率は、0.95より十分に小さな値となっており、本バードケージ及びそれを収納する燃料棚は、
臨界に達するおそれのない設計となっている。 
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技術基準規則との適合性について（第二十六条）続き 



技術基準規則との適合性について（第二十六条）続き 
（核燃料物質貯蔵設備） 
第二十六条 核燃料物質貯蔵設備は、次に掲げるところにより設置されたものでなければならない。 
一 燃料体等が臨界に達するおそれがないこと。 
二 燃料体等を貯蔵することができる容量を有すること。 
三 次に掲げるところにより燃料取扱場所の放射線量及び温度を測定できる設備を備えるものであること。 
イ 燃料取扱場所の放射線量の異常を検知し及び警報を発することができるものであること。 
ロ 崩壊熱を除去する機能の喪失を検知する必要がある場合には、燃料取扱場所の温度の異常を検知し及び警報を発すること
ができるものであること。 

第１項第２号について 
 今回製作する固体減速炉心用燃料要素は、U235量 以下である。バードケージ当たりのU2
35最大収納量は であるので、 が必要となる。 
 一方、軽水減速炉心用燃料要素は、U235量で 以下である。バードケージ当たりのU235最大
収納量 であるので、 が必要となる。 
 現在、固体減速炉心用のバードケージは、 所有している。一方、軽水減速炉心用のバード
ケージは、 所有している。そのため不足はない。（現状貯蔵している燃料はなし） 
 また、これらバードケージを収納する燃料棚枠数は、固体減速炉心用バードケージ用の棚枠数と
して 、軽水減速炉心用バードケージ用の棚枠数として 存在する。そのため、燃料棚として
も十分な収納能力がある。 
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固体：必要バードケージ数 所有バードケージ数 < 燃料棚バードケージ収納可能数  
軽水：必要バードケージ数 所有バードケージ数 = 燃料棚バードケージ収納可能数  

核燃料物質貯蔵設備は、燃料要素を貯蔵することができる容量を有している 
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４．技術基準規則との対応表について 
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技術基準規則の条項 項・号 
適合性確認の 

要否 

適合性の確認が 

不要の理由 

第 5 条 試験研究用等原子炉施設の地盤  － － 

第 6 条 地震による損傷の防止 第1項 × 高濃縮ウラン炉心において燃料集合体を構成するに当たっては、高濃縮ウラン燃料要素をさや管（昭和48年4月3日付け

48原第2167号をもって承認）または燃料支持フレーム（昭和48年8月1日付け48原第6659号をもって承認）に装填してい

たため、耐震性については燃料要素ではなく、さや管または燃料支持フレームで担保されていた。低濃縮ウラン炉心に

おいても、高濃縮ウラン燃料要素で使用したさや管および支持フレームを使用し、その耐震性についても同様にさや管

または燃料支持フレームで担保する。当該低濃縮燃料要素は、高濃縮燃料要素に比べて１枚当たりの重量は増えるが、

既承認の設工認申請書において想定した重量を下回っており、低濃縮化による燃料さや管、燃料支持フレームの耐震安

全性への影響はない。なお、本内容に関連して、設置変更承認申請書の添付8の8-1-14 第４条に「燃料要素の追加に伴

い、固体減速炉心では燃料要素が挿入されるさや管、軽水減速炉心では燃料要素が挿入される標準型燃料板支持フレー

ムの耐震性について検討した結果、適合性が確認できるものである。」との記載があり、さらに、設置変更承認申請の

審査に係るまとめ資料に「燃料要素自体はさや管や支持フレームに挿入されるもので、耐震部材ではなく、燃料要素に

作用する地震力はさや管や支持フレームが負担することになる。従って、燃料要素の重量を考慮した上でさや管や支持

フレームの耐震強度を評価することによって燃料要素自体の耐震安全性も確保できる。」と記載しており、燃料要素の

耐震性は、さや管または燃料支持フレームで担保されることを説明している。 

第2項、第3項 × 燃料要素は、耐震重要度施設ではないため 

第 7 条 津波による損傷の防止  × 津波対策については、設置変更承認申請書において、遡上波が到達しない標高に設置されているため不要とされている 

ため 

第 8 条 外部からの衝撃による損傷の防止 第1項、第2項 × 燃料要素が影響を受けると想定される自然現象（地震及び津波を除く）のうち、風、竜巻については、原子炉建屋（設

工認申請書は、平成29年4月25日付け原規規発第1704255号をもって承認）で防護している。また、落雷については、避

雷設備（設工認申請書は、平成29年4月25日付け原規規発第1704255号をもって承認）で防護している。さらに、森林火

災については、延焼防止エリアを設けることで隔離距離を持たせ、散水栓（設工認申請書（平成29年2月15日付け原規規

発第17021510号をもって承認）を設置し、延焼防止エリアに予防散水活動を行うことで、KUCA施設への延焼を防止する

管理を行っている。その他の自然現象（洪水、凍結、降水、積雪、地滑り、火山の影響）及び周辺監視区域に隣接する

地域に事業所、鉄道、道路その他の外部からの衝撃が発生するおそれがある要因がある場合において、事業所における

火災又は爆発事故、危険物を搭載した車両、船舶又は航空機の事故その他の敷地及び敷地周辺の状況から想定される事

象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）は、原子炉建屋で防護することを、設置変更承認申請書の審査

において説明している。なお、上記自然現象等における評価条件については、各申請の承認以降、評価値の変更はな

い。 

第3項 － － 

第4項 × 航空機落下については、設置変更承認申請書において、落下確率の評価を実施した結果により防護措置の対象外となっ 

ているため 

第 9 条 試験研究用等原子炉施設への人の不法な侵入等の防止  － － 

第 10 条 試験研究用等原子炉施設の機能 第1項 × 今回の申請は、燃料要素の製作及び貯蔵までであり、本項の適合性は、炉心性能に関する設工認申請において確認するた

め 

第2項 － － 

第 11 条 機能の確認等 第1項 ○  

第 12 条 材料及び構造 第1項 － － 

第2項 × 常温、常圧にて使用するため、外圧による影響はない。内圧については、アルファ崩壊、FPによる内圧上昇も僅かであ

るため、内圧による影響もない。 

第3項 － － 
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技術基準規則の条項 項・号 
適合性確認の 

要否 

適合性の確認が 

不要の理由 

第 13 条 安全弁等  － － 

第 14 条 逆止め弁  － － 

第 15 条 放射性物質による汚染の防止 第 1 ～ 4項 － － 

第 16 条 遮蔽等 第 1 項 × 今回の申請は、燃料要素の製作及び貯蔵までであり、本項の適合性は、炉心性能に関する設工認申請において確認するた

め 

第 2項  × 今回申請の低濃縮ウラン燃料の線量は、高濃縮ウラン燃料に比べて同程度であり、既存設備に影響はない。 

第 17 条 換気設備  － － 

第 18 条 適用  －  － 

第 19 条 溢水による損傷の防止 第1項 × 燃料を保管する貯蔵棚は、浸水の恐れのない臨界集合体2階に設けられており、さらに、同室内に水源は存在しないた

め。 

第2項 － － 

第 20 条 安全避難通路等  － － 

第 21 条 安全設備 第 1 項第1 号 

第2号 
× 第1・2号：第 2 条第 2 項第 28 号ロに掲げる安全設備ではないため 

第1項第3号 ○  

第1項第4号 × 燃料を収納するバードケージは、鋼材により製作されており、防火性能を有するものであるため。 

第1項第5号 － － 

第1項第6号 × 設置変更承認申請書において、大規模で高速回転するタービンはなく、配管等の損壊に伴う内部飛散物により、安全施

設の安全性が損なわれるおそれはないとしているため 

第 22 条 炉心等 第1項、第2項 ○  

第3項 × 炉室内には、冷却材を循環させるポンプ類はない。その他振動を発生させる可能性のあるものとしては、油圧ポン

プ、コンプレッサーがあるが、強固に固定されており、炉心架台支持構造物を通じて炉心に影響を及ぼすことはない。 

第 23 条 熱遮蔽材  － － 

第 24 条 一次冷却材  － － 

第 25 条 核燃料物質取扱設備 第 1 項 第 

１ 号～第8号 

× 第1号：燃料の取り扱いは手作業であり、設備で扱うものではないため 

第2号：設置変更承認申請書においては、臨界防止に対し、作業机で扱う燃料要素及び燃料集合体を保安規定において制 

限することで担保するため。 

第3号：設置変更承認申請書においては、燃料の燃焼及び核分裂生成物の蓄積は無視しうるほど小さいため、崩壊熱の除去

及び燃料の冷却は考慮しないとしているため 

第4号：設置変更承認申請書においては、燃料体の組立及び解体は、全て作業員の手作業で行い、確実に把持して燃料体の

落下を防止するものとしているため 

第5,6号：燃料要素は、さや管、燃料フレーム、バードケージ以外に挿入または収納することはなく、封入する容器は

ないため 

第7号：燃料の取り扱いは手作業であり、燃料体等の取扱中に燃料体等を取り扱うための動力はないため 

第8号：燃料取扱場所の放射線量及び温度を測定できる既設の設備が引き続き利用できるため 

第 26 条 核燃料物質貯蔵設備 第1項第1号、 

2号 
○  

第1項第3号 × 燃料取扱場所の放射線量及び温度を測定できる既設の設備が引き続き利用できるため 

第2項 × 燃料の燃焼及び核分裂生成物の蓄積は無視しうるほど小さく、高放射性の燃料体ではないため 
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技術基準規則の条項 項・号 
適合性確認の 

要否 

適合性の確認が 

不要の理由 

第 27 条 一次冷却材処理装置  － － 

第 28 条 冷却設備等 第 1 項～第 3 

項 
－ － 

第 29 条 液位の保持等 第1項、第2項 － － 

第 30 条 計測設備 第1項、第2項 
× 

今回の申請は、燃料要素の製作及び貯蔵までであり、本条の適合性は、炉心性能に関する設工認申請において確認するた

め 

第 31 条 放射線管理施設  － － 

第 32 条 安全保護回路 
第1項第1号 × 

今回の申請は、燃料要素の製作及び貯蔵までであり、本条の適合性は、炉心性能に関する設工認申請において確認するた

め 

第1項第2～8号 － － 

第 33 条 反応度制御系統及び原子炉停止系統 第 1 項～第 3 

項, 第6項 

× 今回の申請は、燃料要素の製作及び貯蔵までであり、本条の適合性は、炉心性能に関する設工認申請において確認するた

め 

第 4 ～ 5項 － － 

第 34 条 原子炉制御室等 第 1 項～第 5 

項 
－ － 

第 35 条 廃棄物処理設備 第1項、第2項 － － 

第 36 条 保管廃棄設備 第 1 項～第 3 

項 
－ － 

第 37 条 原子炉格納施設 第1項,第2項第1

号 
－ － 

第2項第2号  今回の申請は、燃料要素の製作及び貯蔵までであり、本条の適合性は、炉心性能に関する設工認申請において確認するた

め 

第 38 条 実験設備等 第1項第2号 × 今回の申請は、燃料要素の製作及び貯蔵までであり、本条の適合性は、炉心性能に関する設工認申請において確認するた

め 

第1項第1号, 第

3～5号 
－ － 

第 39 条 多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止  － － 

第 40 条 保安電源設備 第 1 項～第 3 

項 
－ － 

第 41 条 警報装置  － － 

第 42 条 通信連絡設備等 第1項、第2項 － － 

 

 凡例： 

 〇：適合性の確認が必要 

 ×：本申請に関係があるが、適合性の確認が不要なもの（適合性の確認が不要な理由を示すもの） 

 ―：本申請に関係がないため、適合性の確認が不要なもの 
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図 1：補給水系統配管配置平面図 
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図 2：補給水系統配管配置立面図（A 架台、C 架台） 
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バードケージの仕様（補正申請書より抜粋） 
 
図 5 にバードケージの概略図を、表 1 にバードケージの仕様を示す。バードケージは、アングル、内

部ボックスともに、 の鋼板である（設工認申請書には記載無し）。 

 

表 1 バードケージの仕様 

 固体減速架台用 軽水減速架台用 

サイズ (幅×高さ×奥行) 

材料 

収納燃料板枚数 

（制限値） LEU 

（参考）収納燃料板枚数 

（制限値） HEU＊ 

    ＊HEU はすでに KUCA には存在しない。





資料 2 参考資料 
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A. 軽水減速炉心用燃料要素の緒特性に関する評価計算書  
 

本計算書では、軽水減速炉心用燃料要素の緒特性のうち、圧力、温度、放射線に関する

物理的及び化学的性質について説明する。なお、圧力に関すること以外は、原子炉設置変

更承認に関する審査において確認された。  
 
1．ウランシリサイド・アルミニウム分散型燃料の概要  

軽水減速炉心では、京都大学研究用原子炉KUR、日本原子力研究開発機構の JRR-3などの

研究用原子炉で使用されているものと同じウランシリサイド・アルミニウム分散型燃料

（U3Si2-Al）を使用する。形状は、現在KUCAの軽水減速炉心で使用している燃料要素（標

準型燃料板）と同じで、U3Si2-Alの燃料ミート部をKURと同じ のアルミニウム

で被覆した構造をしている。燃料ミート部のU密度は、 JRR-3と同じ である。 
ウランシリサイド・アルミニウム分散型燃料は、これまでに世界各国の多くの研究用原

子炉において使用実績があり、高い燃焼度まで使用することができることが示されている

（KURでは最大燃焼度35％)。  
 なお、燃料要素の被覆材には、耐食性の高いアルミニウム合金であ

を使用する。KUCAでは の被覆材を用いた燃料要素を1974年の設置以来、約45
年間使用してきたが、これまでに燃料要素の表面に腐食が認められたことは無い。従って、

今回製作する燃料要素についても、腐食のおそれはほとんど無いと考えられる。  
 
2. 圧力について  
 申請書本文に最高使用圧力が常圧と記載されている。また、下記に示すとおり、通常運

転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時における温度変化の最大値が 2℃の

ため、温度変化に伴う圧力の影響はない。なお、設置変更承認申請書の添付 10 の 10-3-1
には、設計基準事故として、「反応度の異常な投入」と「環境への放射性物質の異常な放

出」を想定しているが、反応度の異常な投入となる可能性は極めて低いことから、温度上

昇を伴う設計基準事故は発生しない（「環境への放射性物質の異常な放出」については、

温度上昇には関連しない）。そのため、設計基準事故に温度上昇を伴うシナリオは除外さ

れているため、温度上昇については、過渡変化時における評価が最大値となる。  
 
3. 温度について  
3.1. 熱応力  

燃料要素の被覆材には、アルミニウム合金である を使用する。

燃料要素の中心温度が高く被覆材表面温度が低い場合には燃料要素には熱応力が生じる

可能性があるが、設置申請書の添付書類十に記載された運転時の異常な過渡変化の解析の

結果によると、燃料要素の中心の温度上昇は最大でも 2℃以下と非常に低い値であるため、

燃料要素に異常をもたらすような熱応力は発生しない。  
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られており、Fd=1×1021(fission/cm3)に対して、dV/V は 6.2%であることが報告されている

1)。従って、dV/V は次式によって計算される。  
 
 dV/V=6.2×10-21・Fd  
 

以上より、照射に伴うスウェリング量は無視することができるほど小さいことがわか

る。すなわち、核分裂で生成した FP は燃板の形状に影響を与えることなく内部に保持さ

れるといえる。  
 
 
参考文献  
1) U.S. Nuclear Regulatory Commission, "Safety Evaluation Report related to the Evaluation 

of Low-Enriched Uranium Silicide-Aluminum Dispersion Fuel for Use in Non-Power 
Reactors," NYREG-1313 (1988). 

2) G. H. Hansen et al., "ATR-ETR Rates of Oxide Film Formation on Alminum Fuel Plates," 
ANS Transaction, Vol.18, p.127 (1974).

審査会合資料  p9 で参照  
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B. 軽水減速炉心用燃料要素の附加荷重に関する評価計算書 

 

1. 評価に関する設計条件 

当該燃料要素は熱間圧延加工によりアルミニウム製板でウランシリサイド・アルミニ

ウム分散型燃料のコンパクトを挟み込んだ構造である。（図1） 

当該燃料要素は標準型燃料板支持フレームに収納されて炉心格子板に固定され、常圧

の条件下で使用されるため、本評価では附加荷重及び自重を対象とする。 

(1) 附加荷重の評価 

燃料要素の下面に対して想定される附加荷重は炉心タンクに給水される軽水によ

る水頭圧である。このため、燃料要素を標準型燃料板支持フレームに収納して炉心

格子板に固定した後、炉心タンクへ軽水を炉心タンク構造上の最高水位（1600 mm）

まで給水した際の燃料要素の最下部の面に加わる応力を計算する。 

(2) 自重の評価 

燃料要素を標準型燃料板支持フレームに収納して炉心格子板に固定した際に燃料

要素底面に加わる荷重を計算する。また、荷重は、燃料板支持フレーム下部の  

のアルミ燃料支持部（図3、Pの矢印の箇所）と接触する燃料要素底面

に作用すると考えられる。 

 

2. 附加荷重に対する燃料要素の強度 

(1) 燃料要素に加わる水圧 

「図2 炉心タンク構造」より、燃料要素に加わる応力Paは、Pa=1000 kg/m3(1) (水

の密度)×9.8 m/s2（重力加速度）×0.9 m(2)（高さ）＝8820、 Pa=8820 N/㎡=8.8×10-3 

N/㎟（水の密度は常温での最大値は0.9997g/cm3であるが、ここでは安全側に1.0 g/

㎤とする）（高さは燃料要素下端位置である水位700 ㎜ (2)から最高水位1600 ㎜まで

の高さ） 

(2) まとめ 

63.7 N/㎟ (3)(燃料被覆耐力)> 8.8×10-3 N/㎟（附加荷重）であるため、燃料要素

は、附加荷重に耐えられる。 

 

3. 自重に対する燃料要素の強度 

(1) 燃料芯材部（ウランシリサイドコンパクト） 

1) 体積 

「図１ 燃料要素構造」から求める。 

 

2) 密度 

ウランシリサイド分散型燃料の主成分は U3Si2 であるが、保守的に金属ウラン

の密度である 18.95 g/㎤ (1)を使用する。 

3) 質量 
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×18.95g/  

(2) 燃料要素被覆 

1) 体積 

燃料要素の被覆体積は、被覆を含む燃料要素体積から燃料芯材部体積を差し

引くことで求める。(図 1) 

 

2) 密度 

2.7 g/㎤ (1)（アルミニウム）を使用する。 

3) 質量 

×2.7g/㎤＝  

(3) アルミ燃料支持部と接触する燃料要素底面に加わる応力 

 合計質量： 燃料芯材部）＋ （被覆  

 応力が加わる箇所の面積 ：  （図 3） 

   

(4) まとめ 

63.7 N/㎟ (3) (燃料被覆材耐力)>  自重による）であるため、燃

料要素は自重に耐えられる。 

 

 

参考文献 

（1） 理科年表平成 17 年：丸善株式会社 

（2） 原子炉物理実験：京都大学学術出版会(20106) 

（3） 

審査会合資料  p10 で参照  
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図 1 燃料要素構造   (単位：mm) 
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図 2 炉心タンク構造   (単位：mm) 

 

 

 

図 3 標準型燃料板支持フレーム 

(青色の箇所がアルミ燃料支持部) 
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C. 固体減速炉心用燃料要素の緒特性に関する評価計算書 

 

本計算書では、固体減速炉心用燃料要素の緒特性のうち、圧力、温度、放射線に関する物理的及

び化学的性質について説明する。なお、圧力に関すること以外は、原子炉設置変更承認に関する審

査において確認された。 
 
 
1．ウランモリブデン・アルミニウム分散型燃料 
研究炉においてLEUを使用するためには、ウラン密度を上げることが必要となる。そのため、これ

まで使用されてきたウランシリサイド・アルミニウム分散型燃料よりさらにウラン密度が高い燃料

の開発が求められるようになった。そのような中で、1990年代以降、米国、カナダ、フランス、韓

国等で試験が行われた結果、照射特性に優れていることが判り、さらに研究が進められるようにな

ったのがウランモリブデン燃料（以下、U-Mo燃料）である。以下に、U-Moの諸物理特性1)を示す。 
 

融点： 1130 ℃（U-7Mo） 
熱容量： 30.5 J/mol/K（U-10Mo、25℃） 
熱伝導率： 14.2 W/m/K（U-8Mo、10～100℃） 
   （ここで、U-xMo 中の x は Mo の wt.%） 

 
U-Mo燃料には、ウラン密度を高めるためにU-Mo単体（U-Mo monolithic）で使用することも考え

られるが、KUCA固体減速炉心では、アルミニウム中に分散させて使用するU-7Mo・アルミニウム分

散型燃料（Moを7 wt.%用いる）を製作する。 
 なお、燃料要素の被覆材には、耐食性の高いアルミニウム合金である を

使用する。KUCA 軽水減速架台では の被覆材を用いた燃料要素を 1974 年の設置以来、約 45
年間使用してきたが、これまでに燃料要素の表面に腐食が認められたことは無い。従って、今回製

作する燃料要素についても、腐食のおそれはほとんど無いと考えられる。 
 また、燃料要素は、アルミニウム製の額縁の内部に U-Mo・アルミニウム分散型燃料のコンパクト

を入れ、その上にアルミニウム製の板を置いて周囲を溶接するという構造である。また燃料要素は、

燃料さや管に収納されて炉心に設置されるため、燃料要素自体の耐震強度は必要ないため、燃料要

素を積み重ねたときにアルミニウム製の額縁に掛かる圧縮荷重に対しての強度を検討した。計算結

果については、次の附加荷重に関する評価計算書に示す。なお、U-7Mo 単体での降伏点は、700 N/
mm2 であり 1)、混合するアルミニウムパウダーについては強度が弱い ）と同等

の降伏点であるとしても耐力（0.2%）は、25 N/mm2以上 であるため、

仮に燃料板上部の挿入物の重量が U-Mo 燃料に直接加わったとしても問題はない。 
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2. 圧力について 
 申請書本文に最高使用圧力が常圧と記載されている。また、通常運転時、運転時の異常な過渡変

化時及び設計基準事故時における温度変化の最大値が 49.3℃のため、温度変化に伴う圧力の影響は

ない。なお、設置変更承認申請書の添付 10 の 10-3-1 には、設計基準事故として、「反応度の異常

な投入」と「環境への放射性物質の異常な放出」を想定しているが、反応度の異常な投入となる可

能性は極めて低いことから、温度上昇を伴う設計基準事故は発生しない（「環境への放射性物質の

異常な放出」については、温度上昇には関連しない）。そのため、設計基準事故に温度上昇を伴う

シナリオは除外されているため、温度上昇については、過渡変化時における評価が最大値となる。 
 
3. 温度について 
3.1. ブリスタ 

今回製作する燃料要素は U-Mo 粒子をアルミニウムパウダーと混ぜて製作した燃料コンパクトを

のアルミニウム製の被覆材中に封入した構造をしており、これまで KUCA の軽水減速

炉心で使用してきた標準型燃料板や KUR で使用している燃料平板（共にアルミニウム製被覆材

と極めて類似した構造をしている。KUR 等において、ブリスタの発生を防止するために燃

料芯材の最高温度は 400℃を超えないことを求めており、今回の U-Mo を用いた燃料要素についても

ブリスタの発生を防止するために燃料芯材の最高温度は 400℃を超えないことを設計基準事故時の

判断基準としている。これは、U-Mo・アルミニウム分散型燃料は、ウランシリサイド Mo・アルミ

ニ分散型燃料と同様に、アルミニウムパウダー中に融点の高い燃料粒子が分散した構造をしており、

ブリスタの発生はこれまでの基準（燃料破損閾値としてブリスタ発生温度の約 500～600℃に安全余

裕を見た温度である約 400℃）と同じとして良いと考えられるからである。しかし、設置申請書添

付書類十の解析結果によると、燃料要素の最高温度は 100℃以下であること、また U-235 の燃焼度

としては最大でも約 2.5×10-4%程度であり、ほとんど燃焼は進まず、核分裂生成物の蓄積はほとん

ど無視できる。そのため、KUCA の U-Mo 燃料についてはブリスタの発生の心配は無いと考えられる。 
 
4. 放射線について 
4.1. 照射特性 

KUCA で使用する軽水減速炉心用燃料要素のスウェリング量を求めるために、まず、設置変更承認

申請書（以下、設置申請書）及び設工認申請書等による以下の値から、核分裂密度（Fd）が最も大

きくなる最小臨界炉心で 50 年間使用したときの燃料要素の燃焼度に対応する Fdを求める。 
 

年間積算出力：   1 kWh/年（設置申請書 添付書類二） 
最小臨界炉心：   （設置申請書 添付書類八） 
ウラン密度：   （U-Mo ハンドブック） 

（保守的に U-5Mo の値を採用） 
濃縮度：    設工認申請書） 
1 核分裂当たりの回収エネルギー： 200 MeV 
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これらより、50 年間使用したときの積算出力及び積算核分裂数は、 
 

積算出力：  1×103(Wh/年)×3600(s/h)×50(年)=1.80×108(J) 
 
積算核分裂数： (1.80×108)(J)÷(200×106)(eV)÷(1.60×10-19)(J/eV) 

=5.63×1018(fissions) 
 
となる。一方、ウラン体積は、 
 

ウラン体積： g)÷ /cm3)  
 
であるので、Fdは、 

 Fd=(5.63×1018)(fissions)÷ (cm3)= fission/cm3) 
 
となる。 

U-Mo ハンドブック 1)に記載された U-Mo 燃料（U-Mo monolithic）の燃料スウェリングのデータを

図 1 に示す。KUCA で使用する燃料は U-Mo・アルミニウム分散型燃料であるが、個々の U-Mo 粒子

の Fdは U-Mo 単体の燃料の場合と同じと考えられる。 
 

 
図 1 燃料スウェリングの実験値 

 
これまでの照射実験データより、U-Mo 燃料のスウェリングについては、ガス以外の FP による寄

与（solid swelling）とガス状の FP による寄与（gas bubble swelling）の線形和で表現される以下の

実験式が示されている 1)。 
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(ΔV/V)total(%)=(ΔV/V)solid swelling +(ΔV/V)gas bubble swelling 

(ΔV/V)solid swelling(%)=3.5×10-21・Fd 

(ΔV/V)gas bubble swelling(%)=1.8×10-21・Fd   for Fd≤3×1021 fissions/cm3 

 
 

KUCA の Fdを代入すると、スウェリング（solid swelling と gas bubble swelling の線形和）は約 
となる。x-y-z 方向に均等に膨張すると仮定すると、各方向のサイズ変化は燃料芯材の製

作公差に比べても十分に小さい値であることから、照射に伴うスウェリング量は無視することがで

きる。すなわち、核分裂で生成した核分裂生成物（FP）は U-Mo 燃料の形状に影響を与えること無

く U-Mo 燃料の内部に保持されるといえる。 
U-Mo・アルミニウム分散型燃料の場合、FP の一部は U-Mo 粒子の表面から外部に放出されること

になる。その放出率 Frは、以下のように表される 2)。 
 

  Fr=3/4(μ/R)-1/16(μ/R)3 
 
ここで μ は U-Mo 中での FP の平均飛程、R は U-Mo 粒子の平均半径である。U-7Mo について μ は 5 
μm、R は 35 μm とすると、Frは約 11%となる。μ は UAlx の場合で 10 μm、U3Si2の場合で 8 μm で

あるため、同じ粒径であれば密度が高い U-Mo のほうが Frは小さくなる。 
この放出された FP はウランシリサイド・アルミニウム分散型燃料の場合と同様に U-Mo 周囲のア

ルミニウム中に保持されることになるが、その FP の保持能力については、従来のウランシリサイ

ド・アルミニウム分散型燃料で十分に実績があり問題は無い。 
 
 
参考文献 
1) “U-Mo Fuels Handbook”, ANL-09/31, Argonne National Laboratory (2006). 
2) D.W. White, A.P. Beard, A.H. Willis, Irradiation behavior of Dispersion fuels, USAEC Report 

KAPL-P-1849, Knolls Atomic Power Laboratory, (1957).

審査会合資料 p9 で参照 
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図 2 燃料貯蔵棚の概略図 

 

図 3 固体減速炉心用燃料貯蔵棚
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図 4 軽水減速炉心用燃料貯蔵棚 

 

使用前事業者検査では、外観検査（目視）、寸法検査（測定）、据付検査（目視＋水平加速度 0.3g に

相当する横向き荷重をかけてたわみ量を測定）を行った。燃料貯蔵棚は の枠組を組み合わせて作

られており、燃料室床面の埋め込みボルトによって固定され、側壁にも埋め込みボルトによって固定さ

れている。各ユニットの前面方向、横方向の枠にはバーが設置されており、バードケージが前面から落

ちたり横ユニットに移動することを防ぐ構造となっている。 

図 5 にバードケージの概略図を、表 1 にバードケージの仕様を示す。バードケージの材質は

である（設工認申請書には記載無し）。 

 

表 1 バードケージの仕様 

 固体減速架台用 軽水減速架台用 

サイズ (幅×高さ×奥行) 

材料 

収納燃料板枚数 

（制限値） HEU 

収納燃料板枚数 

（制限値） LEU 
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(a) 固体減速炉心用燃料板のバードケージ 

 

(b) 軽水減速炉心用燃料板のバードケージ 

 

図 5 バードケージ概念図（単位：mm） 

（数字はバードケージの外寸、内部ボックスは燃料板の入るボックスの内寸）
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固体減速炉心用の高濃縮及び追加燃料要素は、U235 量でそれぞれ である。

ユニット当たりの最大量は であるので、 が必要となる。 

一方、軽水減速炉心用の現有及び追加燃料要素は、U235 量でそれぞれ であ

る。従って ）のバードケージが必要となる。 

以上より、すべての燃料要素を収納するためには、合計で が必要であるが、燃料室に既設

の貯蔵棚は あるため、十分な貯蔵容量を有する。 

なお、現在、固体減速炉心用のバードケージ（図 5(a)参照）は、 所有している

。一方、軽水減速炉心用のバードケージ（図 5(b)参照）は、1 有している

）。不足する場合は、必要に応じて製作する。 

 

 

2.2 臨界管理について 

バードケージを収納する燃料棚は、バードケージ毎に十分な隔離距離を設け、臨界に達するおそれの

ない配置となっている。また、バードケージは、燃料要素を物理的に収納可能な最大枚数まで燃料板を

収納し、かつ、その状態のバードケージが完全に水没した状態で三次元的に無限に隣接した場合であっ

ても、臨界に達するおそれはない設計となっている。 

本申請で追加する燃料要素について、バードケージに最大数収納した状態で周囲を軽水で満たしてそ

れらを隣接させ、バードケージ内部ボックスの周囲の  

反射境界条件を用いた場合の実効増倍率を MCNP6（version 1.0）＋JENDL-4.0 により計算

した。その結果は、以下のとおりである。 

 

固体減速炉心用燃料要素： 0.46645±0.00034 

軽水減速炉心用燃料要素： 0.52072±0.00036 

 

実効増倍率は、0.95 より十分に小さな値となっており、本バードケージ及びそれを収納する燃料棚は、

臨界に達するおそれのない設計となっている。なお、固体及び軽水減速炉心用燃料要素の概略図を図 6

に示す。また、計算体系の概略図を図 7 に示す。固体減速炉心用の計算体系は 立方の水の中心に、

燃料角板 を積み重ねたスタック を束ねて設置したものとなっている。一方、軽水減速炉心用

の計算体系は の水の中心に標準型燃料板 を並べたものを 2 段積み重ねたもの

となっている。さらに、表 2～表 5 に燃料ミート部及び被覆の原子個数密度を示す。

審査会合資料 p37 で参照 
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(a) 固体減速炉心用 

(b) 軽水減速炉心用 

 

図 6 追加する燃料要素の概念図 
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(a) 固体減速炉心用 

 

(b) 軽水減速炉心用 

 

図 7 計算体系の概念図 

 







 

25 

 

F. 燃料要素設工認申請における最大温度上昇に関する評価計算書 

 

 低濃縮炉心における最大温度上昇を与える条件は、固体減速炉心において中性子発生設備又はパ

ルス状中性子発生装置を臨界状態において利用する場合である。以下に、そのシナリオに従った解

析を示す。 

 

 シナリオは以下のとおりである。 

(1) 固体減速炉心における過剰反応度は、制限値の最大値（0.35%Δk/k）とし、制御棒の

全反応度は、制限値の最小値（1.35%Δk/k）、及び中心架台落下による反応度は、制

限値の最小値（1%Δk/k）であるとする。反応度価値の最も大きな制御棒の反応度は制

限値の最大値 0.45%Δk/kであるとする。 

(2) 0.01W の臨界状態を保っており、その際の線型出力計の指示値は、100%で出力が 100W

となるレンジであったとする。 

(3) 【ケース A】 

臨界状態において、パルス状中性子発生装置又は中性子発生設備の最大中性子発生

量で炉心に中性子の打ち込みを開始したとする。最大中性子発生量は、パルス状中性

子発生装置については 5×1010n/s、中性子発生設備については 1011n/s であるので、

この解析では、値の大きい 1011n/s の中性子を発生させ、その半分である 5×1010n/s

が炉心に投入されるとする。 

 

【ケース B】 

炉心ごとに中性子発生量を変化させて、燃料温度が最大となる中性子発生量を求め

て解析を行う。 

(4) 出力が線型出力計の指示値の 120%である 120Wを超えたとき、スクラム信号を発すると

する。ただし、指示値の 110%以上のときに作動する一せい挿入には期待しないものと

し、制御棒の最大の反応度を持つ 1 本が挿入できないとする。ただし、線型出力計の

指示値が 120%に至らない場合には、出力上昇後 1時間（3600秒）を経過した段階で、

運転員が手動スクラムボタンを押してスクラム信号を発生させるとする。 

(5) スクラム信号が発生した 1 秒後に、制御棒挿入によりステップ状の負の反応度が加わ

るとする。中心架台は作動しないとする。 
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解析結果 

 

【ケース A】 

解析結果を第 1 表に示す。線型出力計の指示値が 120%を超えてスクラム信号が発生するこ

とにより最大反応度価値を持つ制御棒 1 本以外の制御棒はすべて炉心に挿入されるとするの

で、「温度上昇による反応度－(全制御棒反応度－既に挿入されていた反応度－最大 1本の反

応度)」の未臨界状態となる。すなわち、「-0.00-(1.35—0.35-0.45)＝-0.55 %Δk/k」の未臨

界状態となる。 

最も燃料温度が高くなるのは L5.5P-30 炉心で、初期温度を 25℃としたとき、燃料温度上

昇は約 0.15℃である。出力及び温度変化を第 1 図に示す。減速材の温度上昇量は、それ以下

の値となるため、運転時の異常な過渡変化に対する判断基準を満足している。また、各パラ

メータの誤差を考慮したときの燃料温度上昇量の変化は、最大でも+25%以下であり、判断基

準を満足している。 

 

【ケース B】 

解析結果を第 2 表及び第 3 表に示す。最も燃料温度が高くなるのは L5.5P-30 炉心で、中

性子発生量がケース Aの 0.071 倍となったとき、初期温度を 25℃としたとき、燃料温度上昇

は、約 49.3℃である。この場合、出力が上昇するにつれて燃料温度が上昇し、最大出力が 1

20W より少しだけ低くなり、その後、燃料の温度上昇に伴う負の反応度印加により出力が低

下し、最終的には、3600秒を経過したところで運転員が手動停止させるというケースである。

手動スクラムにより最大反応度価値を持つ制御棒1本以外の制御棒はすべて炉心に挿入され

るとするので、「温度上昇による反応度－(全制御棒反応度－既に挿入されていた反応度－

最大 1 本の反応度)」の未臨界状態となる。すなわち、「-0.2-(1.35-0.35-0.45)＝-0.75 %

Δk/k」の未臨界状態となる。これより中性発生量が少し増加して、ケース A の 0.072 倍と

なると、最大出力は 120W を超えてスクラムするため、積算出力は低くなる。出力及び温度

変化を第 2図に示す。減速材の温度上昇量は、それ以下の値となるため、運転時の異常な過

渡変化に対する判断基準を満足している。また、各パラメータの誤差を考慮したときの燃料

温度上昇量は、上記の結果より小さくなる。



 

27 

 

 

第 1 表 固体減速架台炉心（低濃縮ウラン炉心）において 

中性子発生設備又はパルス状中性子発生装置を臨界状態において利用（ケース A） 

炉心名称 
120W超まで 

の時間（s） 

最大出力 

（W） 

0.1Wまで 

の時間（s） 

積算出力 

（J） 

温度上昇 a 

（℃） 

温度上昇 b 

（℃） 

L5.5P-50 1.3 137.6 179.3 5.31×102 5.89×10-2 1.35×10-1 

L5.5P-40 1.3 137.6 179.2 5.31×102 6.42×10-2 1.48×10-1 

L5.5P-30 1.3 137.6 179.2 5.31×102 6.60×10-2 1.51×10-1 

L4P-50 1.4 137.2 182.1 5.47×102 5.37×10-2 1.20×10-1 

L4P-40 1.4 137.0 183.3 5.54×102 6.52×10-2 1.43×10-1 

L4P-30 1.4 137.0 183.3 5.54×102 6.91×10-2 1.51×10-1 

L3P-50 1.4 136.8 184.8 5.63×102 5.15×10-2 1.09×10-1 

L3P-40 1.4 136.7 185.5 5.67×102 5.73×10-2 1.23×10-1 

L3P-30 1.4 136.8 184.8 5.63×102 6.25×10-2 1.30×10-1 

L2P-50 1.5 136.6 186.4 5.72×102 3.87×10-2 9.92×10-2 

L2P-40 1.5 136.4 187.3 5.78×102 4.59×10-2 1.01×10-1 

L2P-30 1.5 136.5 186.7 5.74×102 4.81×10-2 1.12×10-1 

L1P-50 1.5 136.6 186.1 5.70×102 2.23×10-2 7.21×10-2 

L1P-40 1.5 136.4 187.6 5.79×102 2.38×10-2 5.98×10-2 

L1P-30 1.5 136.5 187.3 5.77×102 2.49×10-2 7.63×10-2 

LL1P-50 1.4 136.7 185.4 5.66×102 9.34×10-3 3.53×10-2 

LL1P-40 1.5 136.6 186.3 5.71×102 8.45×10-3 3.08×10-2 

LL1P-30 1.5 136.6 186.0 5.70×102 9.76×10-3 3.88×10-2 

a 燃料板のみの温度上昇を考慮 

b 各炉心の「最大値／平均値」及び燃料板内の出力分布を考慮する係数（1.09 倍、ただし LL1炉心についてのみ 1.23倍）を掛けた値 
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第 1 図 中性子発生設備又はパルス状中性子発生装置を臨界状態において利用 

（ケース A） 

上図：出力変化（スケールの違う 2 つの図） 

下図：積算出力と温度変化（実線は積算出力、点線は温度） 

（固体減速炉心（低濃縮ウラン炉心）：L5.5P-30 炉心） 
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第 2 表 固体減速架台炉心（低濃縮ウラン炉心）において 

中性子発生設備又はパルス状中性子発生装置を臨界状態において利用（ケース B）（1/2） 

炉心名

称 

中性子 

発生量 

（倍率）a 

120W超 

までの 

時間（s） 

最大出力 

（W） 

最大 

となる 

時間 d 

（s） 

最大 

出力 e 

（W） 

手動ｽｸﾗﾑ

時出力 f

（W） 

0.1W 

までの 

時間 

（s） 

積算出力 

（J） 

温度 

上昇 b 

（℃） 

温度 

上昇 c 

（℃） 

L5.5P-5

0 

0.070 － － 355.0 119.0 23.2 3818.8 1.73×105 1.92×101 4.39×101 

0.071 295.5 120.1 － － － 660.9 2.52×104 2.80×100 6.41×100 

L5.5P-4

0 

0.072 － － 347.1 119.7 23.1 3817.6 1.72×105 2.08×101 4.78×101 

0.073 312.4 120.1 － － － 678.8 2.72×104 3.28×100 7.55×100 

L5.5P-3

0 

0.071 － － 352.1 119.7 23.3 3818.6 1.73×105 2.15×101 4.93×101 

0.072 312.1 120.1 － － － 678.5 2.69×104 3.34×100 7.66×100 

L4P-50 
0.065 － － 392.3 119.9 24.2 3825.9 1.84×105 1.80×101 4.03×101 

0.066 344.6 120.1 － － － 714.3 2.92×104 2.86×100 6.40×100 

L4P-40 
0.067 － － 380.8 119.7 23.9 3824.3 1.81×105 2.13×101 4.67×101 

0.068 339.0 120.1 － － － 709.2 2.89×104 3.40×100 7.46×100 

L4P-30 
0.067 － － 377.8 118.9 23.6 3823.3 1.79×105 2.24×101 4.88×101 

0.068 357.2 120.0 － － － 728.2 3.10×104 3.87×100 8.44×100 

L3P-50 
0.061 － － 420.2 118.8 24.7 3831.0 1.87×105 1.71×101 3.64×101 

0.062 393.7 120.0 － － － 767.1 3.37×104 3.08×100 6.54×100 

L3P-40 
0.060 － － 428.5 118.9 25.0 3832.4 1.89×105 1.91×101 4.09×101 

0.061 397.7 120.0 － － － 771.4 3.38×104 3.42×100 7.34×100 

L3P-30 
0.061 － － 423.9 119.5 25.0 3832.2 1.89×105 2.10×101 4.36×101 

0.062 379.6 120.1 － － － 752.8 3.20×104 3.55×100 7.39×100 

a ケース A の中性子発生量に対する倍率 

b 温度上昇が炉心全体で均一であるとしたときの温度上昇 

c 各炉心の「最大値／平均値」（2.6 倍）及び燃料板内の出力分布を考慮する係数（1.09 倍）を掛けた値 

d 出力が 120W に達しない場合に出力が最大となるまでの時間 

e 出力が 120W まで上昇しない場合の最大出力 

f 出力が 120W に達しない場合に手動スクラムで反応度が印加される直前での出力 
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第 3 表 固体減速架台炉心（低濃縮ウラン炉心）において 

中性子発生設備又はパルス状中性子発生装置を臨界状態において利用（ケース B）（2/2） 

炉心名

称 

中性子 

発生量 

（倍率）a 

120W超 

までの 

時間（s） 

最大出力 

（W） 

最大 

となる 

時間 d 

（s） 

最大 

出力 e 

（W） 

手動ｽｸﾗﾑ

時出力 f

（W） 

0.1W 

までの 

時間 

（s） 

積算出力 

（J） 

温度 

上昇 b 

（℃） 

温度 

上昇 c 

（℃） 

L2P-50 
0.045 － － 579.5 119.3 29.0 3853.6 2.12×105 1.44×101 3.68×101 

0.046 520.3  120.0 － － － 898.2 4.24×104 2.87×100 7.35×100 

L2P-40 
0.048 － － 544.3 119.5 28.3 3850.4 2.07×105 1.65×101 3.64×101 

0.049 488.7  120.0 － － － 866.5 4.00×104 3.18×100 7.04×100 

L2P-30 
0.047 － － 550.9 118.6 28.2 3850.3 2.07×105 1.73×101 4.03×101 

0.048 511.5  120.0 － － － 889.4 4.23×104 3.55×100 8.23×100 

L1P-50 
0.029 － － 914.6 118.9 37.3 3882.5 2.52×105 9.85×100 3.19×101 

0.030 793.8  120.0 － － － 1175.0 6.12×104 2.39×100 7.74×100 

L1P-40 
0.029 － － 926.3 119.7 37.8 3884.6 2.55×105 1.05×101 2.63×101 

0.030 784.0  120.0 － － － 1166.0 5.99×104 2.46×100 6.19×100 

L1P-30 
0.028 － － 949.5 117.8 37.7 3885.5 2.53×105 1.09×101 3.35×101 

0.029 869.2  120.0 － － － 1252.7 6.83×104 2.95×100 9.03×100 

LL1P-50 
0.014 － － 1884.3 118.4 73.1 3945.0 3.15×105 5.20×100 1.96×101 

0.015 1511.7 120.0 － － － 1895.5 1.09×105 1.80×100 6.80×100 

LL1P-40 
0.013 － － 2039.1 118.3 80.4 3953.8 3.17×105 4.69×100 1.71×101 

0.014 1622.7 120.0 － － － 2007.4 1.17×105 1.73×100 6.29×100 

LL1P-30 
0.012 － － 2139.5 114.6 83.4 3956.8 3.09×105 5.30×100 2.10×101 

0.013 1873.5 120.0 － － － 2258.4 1.40×105 2.39×100 9.50×100 

a ケース A の中性子発生量に対する倍率 

b 温度上昇が炉心全体で均一であるとしたときの温度上昇 

c 各炉心の「最大値／平均値」（2.6 倍）及び燃料板内の出力分布を考慮する係数（1.09 倍）を掛けた値 

d 出力が 120W に達しない場合に出力が最大となるまでの時間 

e 出力が 120W まで上昇しない場合の最大出力 

f 出力が 120W に達しない場合に手動スクラムで反応度が印加される直前での出力 
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第 2 図 中性子発生設備又はパルス状中性子発生装置を臨界状態において利用 

（ケース B） 

左図：出力変化、右図：積算出力と温度変化（実線は積算出力、点線は温度） 

（固体減速炉心（低濃縮ウラン炉心）：L5.5P-30 炉心、中性子発生量はケース A の 0.071 倍） 
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質問①に対する回答 
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質問①に対する参考資料 
• 「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド」（5.2.1節）によると、機器・配管系の静的

地震力について「耐震重要度分類の各クラスの地震力は、上記5.2.1節に示す地震層せん
断力係数に施設の重要度分類に応じた係数（Cクラスの場合は1.0）を乗じたものを水平震度
とし、当該水平震度及び上記5.2.1 の鉛直震度をそれぞれ２０％増しとした震度から求めるこ
と。」と記載されている。 

• 「耐震設計に係る設工認審査ガイド」 （2.3節 設計用地震力の算定）によると、具体的な地震
力は下記のようになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

• 上表のとおり、耐震設計では鉛直方向の地震力は考慮する必要は無いが、安全側に水平
方向と同じ地震力が働いたと仮定する。その場合、燃料要素等の下端部に対し、それより上
にある重量の荷重に加えて下方向の地震荷重が加わる。そのため下端部には通常の静的
な荷重（重量に1.0を掛けた荷重）と地震力による荷重（重量に0.24を掛けた荷重）が加わる
ので、地震力を考慮しない場合の付加荷重を1.24倍した荷重が加わると仮定することになる。 

Ｋ h ( 1 .2C ｉ )は、1.2C ｉ から定まる建物・構築物の水平地震力。 
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質問②に対する回答 
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以上を踏まえ、適合性資料の記載を以下に改める（青字が追記部分）。 

 設置変更承認申請書の添付書類八の８－１－３－２節において、燃料要素は安全上の機能
別重要度分類としてＰＳ－３及びＭＳ－３に分類され、安全機能として、「炉心の形成」及び「放
射性物質の閉じ込め、遮蔽及び放出低減」が求められている。 
 
 炉心の形成のためには、燃料要素がさや管あるいは支持フレームに装填されて使用されるこ
とから、さや管あるいは支持フレームに装填できないほど有意な変形があってはならない。また、
放射性物質の閉じ込め、遮蔽及び放出低減のためには、燃料要素に有意な傷があってはなら
ない。 
 
 本申請の対象である燃料要素は、運転により燃料要素に蓄積される核分裂生成物が僅少で
あり、運転後においても燃料要素を直接手で取り扱うことが可能である。したがって、安全を確
保する上で必要な機能の確認をするための試験又は検査及びこれらの機能を健全に維持する
ための保守として、有意な変形、有意な傷がないことを目視により確認することが可能である。
そのため、燃料要素を収納するとき、燃料集合体を組み立てるとき、保管中のものは年に一度
の定期的な目視検査を行い、外観に有意な変形、有意な傷が発見された場合には、その燃料
は使用せずに保管し、予備の燃料要素に交換する。 



14 

質問③に対する回答 
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以上を踏まえ、適合性資料の記載を以下に改める（青字が追記部分）。 

 当該燃料要素は、最大熱出力が100Wであるため、運転中の核分裂数は少なく、また、運転

により燃料要素に蓄積される核分裂生成物（ＦＰ）が僅少であるため、運転による放射線の影響
は低く、加えて、架台（炉心）は開放型であることから、最高使用圧力は常圧であり、被覆材の
耐力を下回ることから、過渡変化時及び設計基準事故時において、燃料要素が有する機能に
影響を与えうると想定される環境条件としては、当該燃料要素の温度上昇がある。 
 
 設置変更承認申請書の添付書類八の８－１－３－２節において、燃料要素は安全上の機能
別重要度分類としてＰＳ－３及びＭＳ－３に分類され、安全機能として、「炉心の形成」及び「放
射性物質の閉じ込め、遮蔽及び放出低減」が求められている。 
 炉心の形成のためには、当該燃料要素がさや管あるいは支持フレームに装填されて使用さ
れることから、温度上昇により、さや管あるいは支持フレームに装填できないほど有意な変形が
生じてはならない。 
 また、放射性物質の閉じ込め、遮蔽及び放出低減のためには、温度上昇により、燃料要素に
有意な傷が生じてはならない。 
 
 それに対して、当該燃料要素における初期値25℃からの温度上昇の最大値は、固体減速炉
心での運転時の異常な過渡変化における49.3℃（最大値74.3℃）、軽水減速炉心で２℃（最大
値27℃）である。これらの温度は、当該燃料の機能に影響を与えうると想定される燃料の許容
設計限界の燃料最高温度400℃に比べて十分低いことから、温度上昇の影響を受けることはな
い。 
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質問④に対する回答 
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【軽水減速炉心】 
 燃料要素には、「炉心の形成」及び「放射性物質の閉じ込め、遮蔽及び放出低減」の機能が求
められることから（設置変更承認申請書の添付書類八の８－１－３－２節）、必要な物理的性質
とは形状維持であり、必要な化学的低質とは耐腐食性であると考える。 
 
 軽水減速炉心における最大熱出力は100Wであるため、運転中の核分裂数は少なく、また、
運転により燃料要素に蓄積される核分裂生成物（FP）は僅少のため、運転による放射線の影響
は低く、加えて、最高使用圧力は常圧、最高使用温度は90℃（運転時の異常な過渡変化での
温度上昇は最大でも約2℃以下）と低いため影響はない。 
 
 具体的に示すと、形状維持に関して、温度については、初期値25℃から温度上昇が2℃以下
であり、燃料の許容設計限界の燃料最高温度400℃に比べて十分低いため、異常をもたらすよ
うな熱応力、ブリスタ（400℃を超えないことが基準）は発生しない。また、放射線については、照
射によるスウェリングでの体積増加率dV/Vは と小さく、燃料要素被覆材の変形は生

じない。加えて、架台（炉心）は開放型であることから、最高使用圧力は常圧であり、被覆材の
耐力を下回る。 
 耐腐食性については、使用する被覆材が耐食性アルミニウムであり、さらに、これまでKUCAで
約45年間使用していたものとほぼ同じアルミニウム合金であり、これまで腐食は確認されてい
ない。 
  
 以上のことから、運転時においても、物理的および化学的性質を保持できるものである。 

以上を踏まえ、適合性資料の記載を以下に改める（青字が追記部分）。 



20 

【固体減速炉心】 
 燃料要素には、「炉心の形成」及び「放射性物質の閉じ込め、遮蔽及び放出低減」の機能が求
められることから（設置変更承認申請書の添付書類八の８－１－３－２節）、必要な物理的性質
とは形状維持であり、必要な化学的低質とは耐腐食性であると考える。   
 
 固体減速炉心における最大熱出力は100Wであるため、運転中の核分裂数は少なく、また、
運転により燃料要素に蓄積される核分裂生成物（FP）は僅少のため、運転による放射線の影響
は低く、加えて、最高使用圧力は常圧、最高使用温度は90℃（運転時の異常な過渡変化での
温度上昇は最大でも49.3℃）と低いため影響はない。 
 
 具体的に示すと、形状維持に関して、温度については、初期値25℃から温度上昇が最大49.
3℃であり、燃料の許容設計限界の燃料最高温度400℃に比べて十分低いため、異常をもたら
すような熱応力、ブリスタ（400℃を超えないことが基準以下）は発生しない。また、放射線につ
いては、照射によるスウェリングでの体積増加率dV/Vは と小さく、燃料要素被覆材の

変形は生じない。加えて、架台（炉心）は開放型であることから、最高使用圧力は常圧であり、
被覆材の耐力を下回る。 
 耐腐食性については、使用する被覆材が耐食性アルミニウムであり、さらに、 これまでKUCA
で約45年間使用していたものとほぼ同じアルミニウム合金であり、これまで腐食は確認されて
いない。 
 
 以上のことから、運転時においても、物理的および化学的性質を保持できるものである。 
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質問⑤に対する回答 
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燃料要素貯蔵設備の未臨界性に関する評価計算書 
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燃料要素貯蔵設備の未臨界性に関する評価計算書 

 

1. 燃料要素の保管状況 

本申請よって追加される固体減速炉心用低濃縮燃料要素と軽水減速炉心用低濃縮燃料は、過去に所有

した高濃縮燃料要素と同様、浸水のおそれのない臨界集合体棟の に保管され

る。燃料室には、 の棚をもつ貯蔵棚（設置変更承認申請書上は最大で ま

で拡張することが可能）が設置されており、それぞれの燃料要素はそれぞれ固体用燃料バードケージ、

軽水用燃料バードケージに収納され、この貯蔵棚に収納される（図 1 赤枠部分、図 2 参照）。（ユニッ

トとは、固体用バードケージ 1 つが入る大きさの棚を とし、軽水用バードケージは、おおよ

そ固体用バードケージ の大きさとなるため を使用する。） 

燃料棚は、KUCA 建設時に製作されたもので、昭和 48 年 9 月の設工認申請書に、以下のように記載

されている。 

 

 

   

 

燃料貯蔵棚の詳細な寸法については、図 3 及び図 4 に示す（固体用棚はバードケージ

を使用、軽水用棚はバードケージ を使用）。 

図 1 臨界集合体棟 
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図 2 燃料貯蔵棚の概略図 

 

  

  

  

  

  

図 3 固体減速炉心用燃料貯蔵棚
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燃料要素は、バードケージの内部ボックスに収納され、バードケージを隣接させても内部ボックス同

士の隔離距離は確保される構造となっている。固体減速炉心用バードケージの内部ボックスに物理的に

収納可能な燃料要素枚数は であるが、保安規定にて に制限をする予定である。軽水減速炉

心用バードケージの内部ボックスに物理的に収納可能な燃料要素枚数は であるが、保安規定にて

に制限をする予定である。なお、それぞれのバードケージには、低濃縮燃料要素のみが貯蔵される。 

固体減速炉心用の燃料要素は、U235 量で である。バードケージ当たりの最大量は である

ので、 が必要となる。 

一方、軽水減速炉心用の燃料要素は、U235 量で である。バードケージ当たりの最大量は で

あるので、 のバードケージが必要となる。 

現在、固体減速炉心用のバードケージ（図 5(a)参照）は、 所有している。一方、軽水減速炉心用

のバードケージ（図 5(b)参照）は、 所有している。そのため、必要なバードケージ数に比べて、保

有しているバードケージ数は確保されているため、十分な貯蔵容量を有する。 

 

 トリウム貯蔵庫について 

 KUCA には、当該燃料要素の他にトリウム燃料が存在する。トリウム燃料は合計で あり、

図 6 に示すように現在 の貯蔵庫に分けて格納されている。 は固体減速炉心用燃料

が貯蔵されている燃料貯蔵棚の最も近い位置から 離れた位置に されてお

り、 は固体減速炉心用燃料が貯蔵されている しており、 と

同様 されている。 

のサイズは であり、中には遮蔽用の で入って

いる。 には、合計 のトリウムが保管されている。 のサイ

ズも と同程度であり、中には遮蔽用の で入っている。

には、合計 のトリウムが保管されている。 

図 6 トリウム貯蔵庫の配置図 

 

2. 解析の考え方と計算モデルについて 

 解析の考え方 

上記の燃料要素の保管状況にて示したとおり、当該燃料要素は、バードケージの内部ボックスに収
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に小さい値となった。ただし、実際に収納される燃料要素枚数、バードケージ数は本条件よりも少ないため、実際の

燃料貯蔵棚に収納した場合の実効増倍率はより小さい値となる。併せて、貯蔵時と同様トリウム貯蔵庫の影響は極め

て小さい。以上より、実際の貯蔵状態であれば、臨界に達するおそれはない。 

 

条件３： 

固体・軽水減速炉心用バードケージを水没させ、無限に配列（バードケージ単体に対する完全反射境界条件） 

固体減速炉心用バードケージ：Keff＝0.46645±0.00034 

軽水減速炉心用バードケージ：Keff＝0.52072±0.00036 

 

水没・無限配列条件においても、判定基準であるKeff=0.95に比べて、実効増倍率は十分に小さい値となった。 

 

以上のことから、本バードケージ及びそれを収納する燃料棚は、臨界に達するおそれのない設計となっている。 
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(a) 条件１ 

 

(b) 条件 2  

 

図 9 固体減速炉心用燃料バードケージの配置図 

 








